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会 議 録  


会 議 の 名 称 第２回行田市総合振興計画審議会  


開 催 日 時 平成 22 年６月 28 日（月）  


   開会：午後２時 00 分・閉会：午後４時 10 分  


開 催 場 所 行田市役所 305 会議室  


出 席 者 


氏 名 


田口英樹委員、香川宏行委員、小林友明委員、中村博行委員、保泉欢


嗣委員、新井健一委員、高橋弘行委員、原口方宏委員、根本和雄委員、


小川勢津雄委員、小林康男委員、引地みち子委員、長谷見輝生委員、


大澤由子委員、新井誠委員、斎藤孝次委員、横田保良委員、澤田春雄


委員、橋本信雄委員 


（名簿順・敬称略） 


欠 席 者 


氏 名 


鈴木秀憲委員、龍前三郎委員 


（同上）  


事 務 局 高橋総合政策部長、高橋企画政策課長、森原主幹、西尾主事  


会 議 内 容 
○ 第４次行田市総合振興計画の評価検証について  


○ 第５次行田市総合振興計画基本構想（原案）について  


会 議 資 料 


（資料名・概要等）  


○ 次第  


○ 第１回会議議事録  


○ 第４次行田市総合振興計画の評価検証報告書  


○ 第５次行田市総合振興計画基本構想（原案）  


 


そ の 他 必 要 


事 項 


 







発 言 者  会議の経過（議題・発言内容・結論等）  


 


 


 


 


 


 


 


 


田 口 会 長  


 


委 員  
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田 口 会 長  


 


※ 市長あいさつ、前回会議欠席の委員紹介  


※ 市長より会長へ諮問  


※ 会長あいさつ  


※ 会議を「公開」とすることを決定。傍聴人はなし。  


※ 資料一式に基づく事務局説明の後  


質疑応答  


（１） 第４次行田市総合振興計画の評価検証について  


（資料に基づき事務局より説明）  


・ただいま事務局より第４次行田市総合振興計画の評価の検証について


報告いただいた。何か御意見はないか。  


・自己評価の「十分できている」に注目していただきたい。６つの政策


の５番目「心ふれあうまちをつくる」はコミュニティの支援や積極的


な市民参加の促進についての部分だが「十分できている」が 0.0％だ


った。県が「協働」を言いはじめたのが平成 14 年なので、この計画


では難しかったかもしれないが、今後の計画では前回の計画で市民参


加、市民参画、協働など市民の力の部分が不十分だったことを是非頭


に入れておく必要があると認識している。  


・ 今、中村委員より、第 4 次の反省として十分できていない部分を踏


まえて第 5 次に臨んでいただきたいという意見があったが、それに


関して事務局より何かあるか。  


・ 行政が行う施策の中で道路整備などは目に見える形で効果が表され


るが、「心ふれあうまちをつくる」での市民意識、市民参加の向上に


ついては形として示すことが非常に難しいので、数値としてはこの


ような形になった。中村委員が言われるように第 5 次の目玉として


市民と行政の協働によるまちづくりの方向性を、これから審議いた


だく案の中には示しているのでそのことを踏まえて推進してまいり


たい。  


・ 計画的に行い、成果がよく見えるハード面と、人間との関わり合い


等といったソフト面と両方に大きく分けられると思う。一概に数値
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で示すことは困難であると言える。第４次での反省を踏まえ第５次


に進んでいきたいと思うのでよろしくお願いしたい。  


・ 次に第５次行田市総合振興計画基本構想の原案について事務局より


説明をお願いする。  


（２） 第５次行田市総合振興計画基本構想（原案）について  


 （資料に基づき事務局より説明）  


・ 最初に申し上げたように総合振興計画は基本構想及び基本計画によ


り構成されるということで、どちらも相当なボリュームがあり一度


に審議するのは困難である。各部門に区切って御意見をいただく方


が内容の濃い効率的な話し合いができるので、基本構想については


３段階に分けて本日は１の序論について審議を進めるのはいかが


か。  


・ 会長が言われたように、資料が莫大な量になるのですべて審議する


より審議部分を区切って進めた方がいいと思う。  


・ 基本構想原案の審議については、序論、基本構想、施策の大綱の大


きく３つに分けて進めたいと思う。  


・「２．計画の特徴」では本計画が市民意識調査、「ぎょうだ夢づくり会


議」、パブリックコメントを通じて策定されたこと、また実効性を高


めた計画としていることが書かれている。  


・ Ｐ４では基本構想を基に基本計画が示され、そして実施計画が示さ


れること、実施計画については３年間の計画で社会情勢の変化を見


ながら毎年度見直しを行うことが書かれている。  


・ これについて皆さんの御意見を伺いたい。  


・ 第５次総合振興計画の策定にあたっての趣旨説明があり方向性は理


解できる。  


・ 計画の特徴の中で、「ぎょうだ夢づくり会議」等を踏まえてここに至


ったとあるが、本日我々に示された第４次総合振興計画の検証結果


と同じような資料が、「ぎょうだ夢づくり会議」の場でも示されたの


か。  


・ 第４次の検証結果を見ると、各項目ごとにたくさんの課題がある。
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第５次を策定するにあたってそのすべての課題をクリアすべく盛り


込むのか、あるいは経済情勢、社会情勢等を踏まえ線引きするなど、


基準を持ちながら個別具体的なまとめに入っているのか教えていた


だきたいと思う。  


・ 第４次ではすべてができたわけではなく、課題として残ったものも


ある。それをすべて第５次に引継いでいくのか。あるいは社会情勢


にあわせて掲げるものと、そうでないものとに区別するのか。線引


きの状況について事務局の考えをお答えいただきたいと思う。  


・ 第４次で実施に至らなかったものをすべて第５次で受け継ぐのかと


いうことについてだが、第５次の方針として個々の計画は方向性を


示すにとどめたいと考えている。細かな取組は実施計画で示してま


いりたい。  


・ 第４次総合振興計画の策定は当時の流れに沿って策定したものであ


るが、具体的な事業（取組）に踏み込んでしまった結果、後の 10 年


間の社会経済の流れの中で生じた大きな変化に対応しきれない部分


があったことも事実である。  


・ 新たな第５次の計画は、時代の流れや市民が求めるものを踏まえ、


第４次計画で未達成のものをそのままスライドするのではなく、今


の時代に即し、且つ重要度の高いものをピックアップしてまいりた


い。  


・ 事務局の説明のとおりでよろしいか。それでは他に何かあるか。  


・ 今の事務局の説明では、細かな取組を頂点の計画に掲げたことが第


４次の反省点だということで、今回は施策の方向性を示すにとどめ


るということであった。私からすると行政の融通が効くように直し


てしまうと感じてしまう。できる限り具体的に、こと細かく示し、


分かりやすく事例をあげてもらった方が 10 年間の説明がつくので


はと思う。  


・ 一番欠けていたのは基本計画の５年ごとの見直しで中間検証が必要


だったと思うので、今回は５年ごとの見直しがされるのか御意見を


お聞きしたい。  
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・ 高橋委員より、すべてをなくすのではなく第４次の結果も大切にし


ながら、市民に分かりやすくやってもらいたいということと、特に


５年間の中間での見直しなど配慮願いたいという意見があったが、


それについて事務局よりお答えいただきたいと思う。  


・ 原案にあるように、基本構想期間が 10 年間、基本計画期間が５年間


を区切りとしたスパンになっている。委員が言われたように第４次


では基本計画も 10 年間であったが、第５次では５年ごとの到達点を


成果目標として掲げた中で、事業の進捗状況の洗い出し、必要に応


じた見直しを行ってまいりたいと考えている。  


・ 別に策定する実施計画は、基本計画を補完するものとして、さらに


細かく個々の取り組みを示したものであり、お互いをリンクさせる


ことで効率的に効果を発揮するものである。従って、今回策定の基


本計画には細かな事例を示すことは考えておらず、基本的な方向性


にとどめたいと考えている。なお、進捗状況や成果については分か


りやすく市民の皆様にご説明できるよう取り組んでまいりたいと考


えている。  


・ よろしいか。他に何かあるか。  


・ Ｐ11 の、「市内総生産額の推移」では「増加傾向にあり 3,000 億円


となっています」という説明しかないが、市民感覚からするとこの


不景気の中、総生産額が増加しているというのはちょっとずれてい


るかなという気がする。これは前年度の資料ということだが、本当


に増加しているのであればこの不景気の中なぜ増加しているのか説


明がないと資料として効果が薄いものとなってしまうと思うがそれ


についていかがか。  


・ Ｐ11 の「市内総生産額の推移」は「埼玉の市町村民経済計算」とい


う統計数値から持ってきて概要のみを示したものだが、この景気の


悪い時代にあって上昇傾向にあるというのは、市民感覚と乖離して


いるのではないかという御指摘をいただいたが数値としては統計か


らの引用で誤りはない。しかし、分かる範囲で主な要因等、委員の


御指摘に沿って見直すことも考えたい。  
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・ 関連して今のお話でもあったが、人口減、高齢化、ファミリー層の


変化など地方自治体でほぼ共通だと思うが、ＧＤＰの増加について


これが行田市の特徴なんだということを、明確にしていただいた方


が今後のテーマとしても参考になると思い意見として申し上げる。  


・ 行田市の特徴を参考資料としても出してもらった方がいいのではと


いうことだが、事務局はそれについて何かあるか。  


・ 産業の特徴を行田市の特徴にということだが、今集められるグラフ


の中で産業に特化させて特色を出すのは、非常に難しい。産業の特


色を別な言い回しでプラスするような方向性で考えたいと思う。  


・ データはデータでいいのではないか。口答でもいいと思う。  


・ 私の方で付け加えると、グラフを単に示しただけでは不親切ではな


いかということだと思う。総生産額の推移にしても、もう少し分析


コメントを付け加えて、計画づくりに生かせというご指摘だと思う


ので、できるだけ新しい統計資料を使って分析を加えていくという


ことにさせていただければと思う。  


・ 最初Ｐ３～Ｐ５について審議していたが、一緒にＰ６～Ｐ 11 も進行


している。Ｐ３からの件についてもご意見等あれば御遠慮なく申し


ていただきたい。  


・ 具体的なことになるが、計画の期間のところで基本計画の中間検証


は非常に重要だと思う。次世代育成支援などでもそうだが、基本計


画のはじめの５年間を前期、後半を後期という呼び方で表記してあ


る。この計画でもいわゆる前期後期という考え方がるのかどうか。


また、表記が可能か確認したいと思う。  


・ 基本計画について前期後期とするのかどうか事務局はいかがか。  


・ 基本計画の期間も１０年である。その中で５年をひとつの区切りと


位置づけており、あえて前期後期という分け方は考えていない。  


・ よろしいか。他に何かあるか。  


・ 基本構想、基本計画、実施計画とあるわけだが、「ふるさとぎょうだ


輝きプラン」を見ると実施計画が載っていない。これをいつどこで


決めるのか、また基本計画の見直しは誰が、いつどこでやるのかを
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お聞きしたい。  


・ 基本計画の５年ごとの見直し、実施計画の３年ごとの組み立てをい


つ誰がやるのかということで質問があったが、事務局よりお答えい


ただきたいと思う。  


・ 実施計画は、計画期間３年の中で、毎年度ローリング方式により見


直しを行っている。総合振興計画に沿い、目的達成のために実施計


画に掲げることが求められる事業を各課より吸い上げ、予算と連動


させながら実施計画を策定している。毎年度策定が完了した時点で、


情報公開コーナーで公開している。市報でも総合振興計画と併せた


主な取り組みということで掲載しているところである。  


・ ５年間の見直し方法については、行政が独自で判断するのではなく、


進捗状況について市民意識調査はもちろん市民の意見を取り入れる


場を設けた中で計画の進捗状況を叩いていきたいと考えている。そ


れらを踏まえてこのような審議会の中で計画の進捗状況を叩きたい


と思う。  


・ ３年ごとに実施計画を出しているということだが、プランの冊子等


ができたらこの会議でもその都度示していただき、皆さんからもい


ろいろな御意見が頂ければと思う。他に何かあるか。  


・ Ｐ７の沿革に関してだが、全部見た中でＰ 21 に一番大事な目指すべ


き将来像という文言がある。「古代から未来へ 夢をつなぐまち ぎ


ょうだ」といった時に、沿革の中では字でずっと書かれているが、


知恵を使って古代から未来を簡単に表すような図表、時系列で言葉


を補うようなものを入れるということを提案したい。ここで入れる


か少なくとも参考資料、添付資料でぜひ入れていただきたい。直線


的、視覚的に、どこに入れるかも含めて御検討願いたい。  


・ 今将来像についても触れていただいたが、本日は序論についてとい


うことで、基本構想と分けて検討させていただければありがたいと


思う。第１章、第２章ということでＰ３～Ｐ 11 まで進めさせていた


だいたが、続いて第３章の「行田市を取り巻く社会状況」、第４章の


「行田市の基本課題」ということでＰ12～Ｐ1６にかけてを議題とし
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て皆さんから御意見を賜りたいと思う。  


・ Ｐ13 の「３．将来を担う人材を育てる教育と生涯学習の重要性の高


まり」というところだが、文章中に「学校教育では・・」と入って


いる。最近学校応援団等の取組において、地域が学校に入ることが


多くなってきた。地域の活性化、それに続く経済の活性化がない限


り学校教育の財源が出てこないわけなので、経済活動への協力も学


校教育の１つということで、何か入らないかなと考えている。  


・ Ｐ16 の「６．次代を担う人材の育成と生涯学習・文化活動の活性化」


の中で、文言として是非とも入れて欲しいのは、人材育成のための


海外研修が入らないかなと思う。最低 1 年間くらい、市民または市


職員の方々に対して、先進地海外研修の実施が方向性としてが盛り


込まれればもっと次代を担ういろいろな考え方が生まれてくるので


はないかと思う。  


・ 一つ目の御意見、日本の学校教育が先進地から見て低下している、


遅れているのではないかということで御指摘をいただき、経済とリ


ンクさせた学校教育の活性化という御意見をいただいた。  


・ もう１つ、海外の先進地研修を若い人に体験してもらい、行田市の


次世代を担う人材を育てるということをこの中に取り込んだ方がい


いのではという意見であった。事務局としてはどのように進めてい


こうと思うかお願いしたい。  


・ 経済とリンクさせた教育というのは、そういった必要性が現実に起


きている委員の意見であったが、御意見として受け止めたい。  


・ 海外研修等をはじめとした取り組みを明記したらどうかという御指


摘をいただいたが、基本構想の部分については取り組みの方針のみ


を掲げたいと考えているので、基本計画や具体的な事業などで御意


見の趣旨も考慮してまいりたいと思う。  


・ 基本構想の大綱としては方針のみ審議させていただき細かな取組に


ついては、今後の実施計画の中で皆さんから御意見を頂きたい。よ


ろしいか。他に。  


・ Ｐ15～Ｐ16 の「行田市の基本課題」について一市民としてまた他の
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地域から来たものとして質問である。課題は特に重要なものを選抜


したということだが、観光の取組が入っていない。観光産業は市の


経済の活性化などいろいろ面で影響すると思う。当然当たり前のこ


ととしてここに書かれていないのかもしれないが、観光を課題とし


て掲げていない理由と基本課題の中のどういう位置づけになるのか


をお聞きしたいと思う。  


・ 行田の財産を観光に生かせる面がいっぱいあるのでは、そういう大


事なものも課題として組み込むことはできないかという意見に対し


事務局はどうか。  


・ 市民意識調査の中で観光レクリエーションの充実というのは、今後


市が特に力を入れてほしい施策としては 6.8％の数値が出ている。確


かに橋本委員が言われるように課題には観光という表記がない。そ


れは原案を作成する時に観光という言葉をあえて持ってこなかった


からだ。Ｐ16 の５番の 1 行目から２行目に続くところで、『市内各


所にある豊富な地域資源を発掘・保全し、それらを効果的に結び付


け、「行田らしさ」を感じることができる施策を創出することにより』


とある。ここでは市民の方々が、行田の資源にもっと誇りを持って、


それらを有効的に生かし、まちの活性化につなげたいということで、


今求められているものは何かということを考えた時に、あえてこの


「行田らしさ」という言葉に込めたという気持ちがある。  


・ 例えば「行田らしさ」とは聞かれた時に、ほとんどの方がすぐに思


い浮かばないのが現状ではないか。そうではなく「これが行田らし


さである」という行田ブランド的なものを今後 10 年間でつくってい


く中で、それと連携させて観光も充実させていきたいという狙いが


ある。  


・ 観光についてはこれから続く基本計画の方で取り組みの方向性とい


うものを掲げさせていただくが、取り組みの方針を示す基本課題の


中ではあえて「行田らしさ」という形で表現させていただいた次第


である。  


・ よろしいか。他に何かあるか。  
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・ 第４章のＰ15～Ｐ16 の「４．多様な主体による協働のまちづくりの


推進」で、私の認識としては「新しい公共」いわゆる「協働」とい


う概念を進めるにあたっては、「情報公開のさらなる推進」という「情


報公開」というキーワードが土台になると思う。「情報公開」という


言葉がどこかにあればいいが、この「情報公開のさらなる推進」と


いうのと「多様な主体による協働のまちづくりの推進」というのは


セットではないかと思うが、どう考えているのかというのが１点目。 


・ もう１点目はＰ16 の「７．自立した自治体経営の推進」というとこ


ろで、「自主、自立の考えに立って、効率的かつ効果的な事業を実施


するとともに、戦略的な行財政経営の推進と、持続可能なシステム」


とある。行政では行政の評価システムを持っているわけだが、「第３


者評価システム」という言葉と「自立した自治体経営」との関係を


どう考えているかお聞ききしたいと思う。  


・ 情報公開が非常に大事であることは事実である。市からの情報発信


はホームページ及び市報等をとおしてお知らせはしているが、関心


を持たない市民がいることも現実である。  


・ それから第３者評価システム、これについてはやはりこの後の実施


計画等で出てくるのではと思うが、事務局の考えをお願いしたいと


思う。  


・ 情報公開の考え方についてだが、ここに示したのは情報公開はもち


ろん大事だが、取り組みの方針を示させていただいた。ここでは協


働の概念を掲げているが、御意見いただいた情報公開における取組


の方向性については、Ｐ 35「ふれあい」というこれから皆様に御審


議いただくところ掲げさせていただいている。  


・ 第３者評価システムについては、これは先ほどの５年間での計画の


見直しということにも絡んでくるが、現在、またこれから先の時代


においても第３者の視点を取り入れるのは当たり前であると思うの


で、基本構想の中ではあえて表記する必要はないと考える。もちろ


んこれから見直しの取り組み、自立した自治体経営を推進していく


上では情報提供とも絡んで重要な位置付けと考えているので、その
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ことを踏まえ、基本計画の方を策定してまいりたいと考えている。  


・ 皆さんから貴重な御意見をいただいているが、予定時間を過ぎてし


まった。  


・ 他に何かあれば伺いたいと思うがいかがか。よろしいか、またお気


づきの点があれば次回御発表いただければありがたいと思う。  


議事の終了  


・ この審議会の第１の目標は、行田市の今後 10 年間をどのような方向


で進めていくかという大局的なものなので、大きく見ていただき、


そういう点から進めていきたいと思うのでよろしくお願いしたい。


これで本日審議いただく部分はすべて終了とさせていただく。次回


の会議では基本構想の部分に入るわけだが、皆様方におかれては何


かとお忙しいこととは思うが、審議のためにさらにこれにお目通し


頂き御意見をお願いしたいと思う。会議の進行を事務局にお返しす


る。  


＜閉会＞  
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 第４次行田市総合振興計画実施状況調査シートに基づき、第４次行田市総合振興計画に


掲載されている基本施策の主な成果や課題等について把握し、今後の施策の方向を検討す


るための基礎資料として活用するために作成しました。 


 評価検証については、第４次行田市総合振興計画の体系に沿って記載しています。 
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Ⅰ 快適で住みよいまちをつくる 


 


■総評 


●市街地については、市役所を中心とする区域で「まちづくり交付金」を活用した整備が図


られていますが、忍城址から区域を東西に走る国道 125 号の歩道整備が進んでいないなど、


課題も多くなっています。また、行田市駅周辺では商店街の衰退が見受けられますが、そ


の一方で中心市街地のまちづくりに関する勉強会の発足や、民間主体の足袋蔵を活用した


試みなども見られており、今後は官民一体となった取り組みをさらに充実することが必要


となっています。一方、道路については、古代蓮の里通線の完成や南北道路、（仮称）前谷


下忍線等の整備が計画的に行われていますが、さらなる道路や歩道の整備に向けて、沿線


住民の理解や協力が必要となっています。また、橋りょうについては、老朽化した橋りょ


うの新設や延命化が課題となっています。 


●交通については、市内循環バスの利用者数は増加しているものの、今後は路線の見直しな


どの利便性の向上が課題となっています。また、路線バスについては利用者数が減尐傾向


となっており、今後は利用者数の増加による路線の維持・充実が課題となっています 


●公園については、指定管理者制度も導入した本市の特色ある公園整備を進めていますが、


身近な公園の設置場所の偏りや公園施設の老朽化等の課題を抱えています。今後は「公園


施設長寿命化計画」に即して、市民等の声も生かした公園づくりが必要となっています。


一方、住環境については、「行田市建築物耐震改修促進計画策定のための基本方針」に基づ


き、「行田市建築物耐震改修促進計画」を策定し、耐震改修を進めていますが、今後もさら


に建物の耐震化、狭隘道路の解消等を推進することが必要となっています。また、老朽化


した市営住宅の改修や耐震化、バリアフリー化なども課題となっています。 


●上水道については、安全で安定的な水源が確保されています。しかし、給水人口及び給水


量が減尐傾向にあり、老朽管の更新や施設の耐震化などが必要な中、事業経営の効率化等


が課題となっています。一方、下水道については、公共下水道の認可区域や普及率は拡大・


向上しており、事業は着実に実施されているものの、施設の老朽化対策が必要となってい


ます。また、公共下水道区域外では、農業集落排水や合併処理浄化槽の整備推進が必要と


なっていますが、農業集落排水計画の未着手や単独処理浄化槽の合併処理浄化槽の転換推


進などの課題が残っています。 


●環境については、平成 14 年に「行田市環境基本条例」を施行して以降、「行田市環境基本


計画」や「行田市役所地球温暖化対策実行計画」を策定し、学校教育や生涯学習とも連携


した総合的な環境対策を推進しています。しかし、新忍川、長野落、北河原用水、酒巻導


水路、荒川左岸幹線用水の５河川で水質が悪化している箇所が見られます。水質汚濁の原


因として、家庭から排出される雑排水が考えられることから、合併処理浄化槽の設置推進


や浄化槽の適正な使用を進めるための広報・啓発とともに、市民と協働して水質浄化に関


する取り組みをさらに推進することが課題となっています。また、ごみ処理については、


ごみの減量化・資源化に向けて、定期的な啓発を行うとともに、受益者負担の観点からご


みの有料化と、施設の老朽化に伴う処理方法の検討なども課題となっています。 
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●防災については、自主防災組織の設立支援やハザードマップの配布等の情報提供等を推進


しているため、防災意識の高まりが進んでいることが評価できます。今後は、防災行政無


線のデジタル化や災害時要援護者対策などが課題となっています。また、交通安全につい


ては、学校教育や生涯学習等とも連携して、参加体験型の交通安全教育や年間を通した交


通安全啓発活動を実施しています。行田警察署管内の法令違反別事故発生数及び交通事故


件数ともに年々減尐傾向にあるため、一定の成果が出ているものと思われます。一方、防


犯については、自主防犯活動団体の増加もあり、防犯意識の高まりは見られるものの、地


域によって防犯活動が活発な地域とそうでない地域もあります。行田警察署管内の刑法犯


罪別発生件数は、平成 19 年まで減尐傾向にありましたが、平成 20 年には増加していると


ともに、検挙件数の減尐や凶悪化などが見られ、今後さらに市全域に防犯意識を浸透させ


ていくことが課題となっています。 
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■各主要施策の主な成果と課題等 


 


１．魅力ある市街地の整備 


成 果 


○まちづくり交付金の活用による「行田市文化ゾーン地区」の整備 


○平成 15年に「忍城址周辺整備基本構想」、平成 17 年に同基本計画の策定 


○ＪＲ行田駅前から国道 17 号線区間の整備事業完了 


○秩父鉄道行田市駅の駅前広場及びＪＲ行田駅のロータリー等の整備 


課 題 


○商店街の衰退による空き店舗の顕在化 


○観光資源と中心市街地の連結による商店街の活性化 


○国道 125 号沿道整備による中心市街地へのさらなる回遊 


○歩道と車道の段差解消など、各駅周辺における都市基盤の整備 


○区画整理事業の実施に向けた地区住民との合意形成 


協 働 
○「中心市街地まちづくり勉強会」の発足 


○民間主体による足袋蔵の活用 


※「成果」とは第４次計画期間において実施した施策・事業等の主な取り組みであり、「課題」とは第４次計画期


間において出された（残された）課題、「協働」とは市民や団体、事業者等との協働の取り組みのこと。以下も


同じ 


 


２．安全で快適な道路・橋りょうの整備 


成 果 


○古代蓮の里通線の完成 


○南北道路、（仮称）前谷下忍線等の整備 


○バリアフリーを念頭においた市幹線道路の歩道整備 


○忍川の河川改修に伴う６橋の架替工事の実施 


課 題 


○基幹路線を南北に結ぶ県道の整備促進 


○歩道整備や道路の拡幅改良に伴う住民の理解と協力 


○中心市街地の電線地中化の延伸 


○橋梁の長命化と大型化に伴う住民の理解・協力 


 


３．交通利便性の向上 


成 果 


○沿線市町の参画による協議会活動の実施（ＪＲ高崎線・秩父鉄道本線） 


○ＪＲ行田駅のバリアフリー化 


○ノンステップバス購入補助金の交付 


○市内４駅周辺への無料自転車駐輪場の設置と管理 


課 題 


○秩父鉄道各駅のバリアフリー化 


○循環バスの利便性向上 


○路線バスへの利用促進 


○放置自転車対策、安全な自転車利用の促進 


協 働 ○地域・警察連携による安全な自転車利用に対する街頭指導 


 







 


 4 


４．公園整備と緑化の推進 


成 果 


○平成 14年に「行田市環境基本条例」の施行 


○平成 16年に「行田市環境基本計画」の策定（平成 21 年に改訂） 


○平成 16年度に「みんなでつくる公園整備事業」の創設 


○平成 21年に「公園施設長寿命化計画」の策定 


○水城公園等の広域型公園の整備 


○公園施設等への指定管理者制度や施設管理委託の導入と活用 


○市民との協働による植栽・緑化活動 


課 題 


○年間を通じて楽しめる、魅力ある公園づくりの促進 


○市内公園の遊具等の老朽化・劣化 


○市民との協働による緑化活動のさらなる推進 


協 働 


○「行田のまちをゴシゴシ委員会」による「みんなでクリーンなまちづく


り」活動 


○「古代蓮の里ホタルの会」によるホタルの放流等の活動 


○「忍川里川づくり推進協議会」「行田ナチュラリストネットワーク」等に


よる活動 


 


５．河川環境の整備 


成 果 


○星川等の改修、排水路の整備 


○合流式下水道改善事業の実施 


○「さきたま調節池」の水辺再生事業の実施 


課 題 


○コンクリートライニングの継目の段差発生 


○武蔵水路等の排水機能の向上 


○合併処理浄化槽の設置促進等による水質の保全 


○集中豪雨や台風等による水害の恐れ 


協 働 ○「忍川里川づくり推進協議会」の設置 


 


６．行田らしい都市景観の形成 


成 果 
○平成 10年に「行田市景観形成基本計画」の策定 


○平成 17年度から「浮き城のまち景観賞」の実施 


課 題 


○「行田市景観形成基本計画」で位置づけられている条例や要綱等の未着


手 


○歴史資源の点在化と、資源を結びつける幹線道路の未整備 


○都市景観の統一感の形成 


協 働 ○「中心市街地まちづくり勉強会」の発足 
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７．良好な住環境の形成 


成 果 


○長野地区地区計画の変更 


○限定特定行政庁として木造住宅等の確認審査・検査の実施 


○平成 19年の「行田市建築物耐震改修促進計画策定のための基本方針」に


基づき、平成 21年に「行田市建築物耐震改修促進計画」の策定 


○長野土地区画整理事業の完了 


○平成 17年に開発行為に関する「許認可権限」が埼玉県より移譲 


○平成 17年より「行田市開発許可等の基準に関する条例」の施行 


課 題 


○建物の耐震化促進と狭隘道路の解消 


○地区計画制度の活用によるより良い住環境の誘導 


○市営住宅の老朽化と入居希望待機者の増加 


 


８．上水道の整備 


成 果 


○十分な水源水量の確保 


○すいどうだより等の発行による節水意識の高揚 


○平成 18年よりマッピングシステムの導入 


課 題 


○老朽化した施設等の計画的な維持管理 


○南河原地区簡易水道事業との統合 


○県水及び自己水の一体的な水質管理体制の強化 


協 働 ○平成 15年より水道料金徴収業務を民間事業者に委託 


 


９．下水道の普及促進 


成 果 


○平成 22年に「行田市生活排水処理基本計画」の策定 


○公共下水道整備区域の普及率の向上 


○合流式下水道区域の整備完了 


課 題 


○下水道施設等の老朽化対策 


○分流式下水道区域の雨水対策の整備 


○住民ニーズに応じた下水道接続支援策の充実 


○下水道の全体計画の見直し 
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10．美しく豊かな環境の保全 


成 果 


○平成 14年に「行田市環境基本条例」の施行 


○平成 16年に「行田市環境基本計画」の策定（平成 21 年に改訂） 


○平成 14年に「行田市役所地球温暖化対策実行計画」の策定 


○埼玉県と協力して工場や事業所への立入調査の実施 


○河川の水質調査の実施、道路交通騒音調査の定期的な実施 


○学校教育や生涯学習等と連携した環境教育や環境学習の実施 


課 題 
○環境保全に対するさらなる啓発の推進 


○河川等の水質汚濁防止に向けた家庭排水への改善指導 


協 働 
○「忍川里川づくり推進協議会」の設置 


○各種団体等と連携したごみゼロ運動等の実施 


 


11．ごみ処理対策の推進 


成 果 


○平成 15年に彩北広域清掃組合による「一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」


の策定 


○平成 19年に「行田市分別収集計画」の策定 


課 題 


○埋め立てが終了した最終処分場（荒木地区）の維持管理 


○１人あたりのゴミの排出量の減量化 


○ごみの有料化や収集体制の検討 


○ごみ処理施設の老朽化対策、ごみ処理方法の検討 


協 働 ○衛生協力会連合会・地区衛生協力会等との連携 


 


12．し尿処理対策の推進 


成 果 


○平成 22年に「行田市生活排水処理基本計画」の策定 


○公共下水道整備区域の普及率の向上 


○公共下水道整備区域外での合併処理浄化槽の設置促進 


課 題 


○下水道の全体計画の見直し 


○平成３年度作成の農業集落排水計画の未実施 


○単独処理浄化槽の合併処理浄化槽への転換促進 


○し尿処理施設の老朽化対策 


協 働 ○合併処理浄化槽に関する市民講習会の実施 


 


 







 


 7 


13．消防・救急・防災機能の強化 


成 果 


○平成 19年に「行田市地域防災計画」の策定（毎年見直し） 


○平成 17年度より自主防災組織設立のための補助金交付 


○平成 19 年度に洪水ハザードマップ、平成 20 年度には地震ハザードマッ


プを全戸配布、転入者への防災ガイドマップの配布 


○消防施設の充実と計画的な更新 


課 題 


○自主防災組織の市内全域での設立 


○災害時の要援護者対策 


○J-ALART への対応 


○消防職員・団員の充足、計画的な救急救命士・救助隊員等の養成 


協 働 
○複数の民間建設業者と応援協定を締結 


○社会福祉施設との２次避難場所の協定協議 


 


14．交通安全対策の推進 


成 果 
○学校教育や生涯学習と連携した参加型の交通安全教育の実施 


○交通安全運動や道路パトロールの実施、交通安全施設の整備 


課 題 ○指導者の確保と育成による交通安全教育指導体制の強化 


協 働 ○交通安全関係団体との協働による交通安全教育の実施 


 


15．防犯機能の強化 


成 果 
○防犯灯の設置と電気料に対する補助金の交付 


○防犯パトロールや防犯キャンペーンの実施 


課 題 ○地域防犯組織における活動レベルの地域差 


協 働 
○地域防犯推進委員の青色パトロール車による防犯活動 


○平成 21年に２業者と「行田市防犯のまちづくりに関する協定書」を締結 


 


 


■担当課による各施策の自己評価（Ⅰ 快適で住みよいまちをつくる） 


評価段階 十分できている ややできている あまりできていない 全くできていない 


割  合 13.8% 62.4% 21.3% 2.5% 


 ↓   ↓ 


施 策 名 


○都市計画道路の整備 


○自転車利用の促進 


○身近な公園整備 


○地区計画制度等の活用促進 


○水源の安定確保 


○施設・設備の充実（上水道の整備） 


○水質管理の徹底 


○環境基本条例の制定・環境基本計画の策定 


○分別収集の徹底 


○交通安全教育の推進 


○交通安全運動の推進 


○建築協定の活用促進 


○農業集落排水施設の整備 
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Ⅱ 健康で幸せなまちをつくる 


 


■総評 


●健康づくりについては、総合的な健康推進事業を実施していますが、市民の自主的な健康


づくり活動の活性化に至っていない状況が見受けられます。そのため、「自分の健康は自ら


つくり・守る」という市民一人ひとりの健康意識の高揚や基本健康診査等の受診率の向上


などが課題となっています。 


●福祉については、誰もが身近な地域でいきいきと安心して暮らせるため、児童福祉では「行


田市次世代育成支援行動計画」、高齢者福祉では「行田市高齢者保健福祉計画・介護保険事


業計画」、障害者福祉では「行田市障害者計画」に基づいて総合的・計画的にサービスの充


実に努めています。しかし、尐子・高齢化等により、今後さらなるサービス利用の増大が


予想され、行政による公的サービスの充実のみではなく、地域における支え合い・助け合


いの力で対応する「地域福祉」の取り組みが必要となっています。そのため、平成 22 年に


「行田市地域福祉計画」を策定するとともに、地域福祉を積極的に進める「地域福祉推進


市」として、「地域安心ふれあい事業」のモデル事業などの取り組みを推進しています。今


後は事業を全市に広げていき、地域福祉の意識をさらに浸透させることが課題となってい


ます。一方、高齢者の生きがいづくりや健康づくりの場として、老人クラブ活動や「いき


いきサロン」が重要となっています。しかし、老人クラブ活動では団体数の減尐や後継者


不足等が見られており、さらなる活性化に向けた取り組みが課題となっています。 


●ひとり親家庭への支援については、母子家庭の世帯収入が相対的に低く、生活が不安定な


家庭も多いため、母子自立支援事業制度等の周知を徹底するとともに、関係機関と連携し


て、今後さらなる就労支援や生活支援の充実を図ることが課題となっています。 


●低所得者への支援については、近年の経済情勢の悪化に伴い今後も生活保護世帯の増加が


見込まれるため、関係機関が連携し、経済的支援のみならず、生活や就学・就労などの相


談・指導体制の充実を図ることが課題となっています。 
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■各主要施策の主な成果と課題等 


 


１．保健・医療体制の充実 


成 果 


○平成 20年に「行田市特定健康診査等実施計画」の策定 


○基本健康診査の廃止による特定健康診査・特定保健指導の実施 


○乳児家庭全戸訪問事業（平成 19年度～）等の実施 


○総合的な健康推進事業の推進 


○平成 21年に市民の健康情報を一元管理する健康管理システムの導入 


○平成 21年度より北埼玉医療連携モデルに参画し、地域脳卒中医療におけ


る連携充実 


○熊谷地区第二次救急医療体制による休日夜間の救急対応体制の整備 


課 題 


○自主的な健康づくりへの意識啓発 


○各種健診（検診）の受診率向上 


○特定健康診査と特定保健指導の連携、特定健康診査と各種がん検診との


連携 


○小児救急医療体制の充実 


協 働 ○「子育てネット行田」との連携 


 


２．年金・保険制度の適正な運営 


成 果 


○埼玉県後期高齢者医療広域連合が運営主体とする後期高齢者医療制度の


実施（平成 20 年度～） 


○「行田市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」の策定（平成 12 年度


～、平成 14、17、20 年度に見直し） 


○平成 18年度より介護予防事業の実施 


○地域包括支援センターの創設 


課 題 


○国保財政の深刻化による一般会計からの法定外繰り入れ 


○年金収納率の向上 


○地域包括支援センターの設置箇所数の見直し 


○介護予防事業の充実による介護給付費の抑制 


協 働 ○介護保険事業における民間参入 
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３．地域福祉の充実 


成 果 


○平成 22年に「行田市地域福祉計画」の策定 


○「地域福祉推進市」の指定と「地域安心ふれあい事業」のモデル事業（平


成 21 年度：忍・行田・佐間・長野地区）の取り組み 


○平成 19年度より「災害時避難行動要支援者登録制度」の実施 


○平成 20年度より「ふくし総合窓口」の開設 


○平成 17年に「行田市ユニバーサルデザイン指針」の策定 


○小中学校におけるバリアフリー設備の整備 


課 題 


○地域福祉意識の醸成と地域福祉活動の活性化 


○二次避難所の災害時応援協定の締結推進 


○歩道や公共施設等のバリアフリー化の推進 


協 働 
○行田市障害者小規模施設連絡会による「バリアフリーウォッチング」 


○「行田市社会福祉協議会」との連携による地域福祉の推進 


 


４．高齢者福祉の充実 


成 果 


○「行田市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」の策定（平成 12 年度


～、平成 14、17、20 年度に見直し） 


○平成 17年に「行田市児童、高齢者及び障害者に対する虐待の防止等に関


する条例」の施行 


○市内 84か所での「いきいきサロン」の実施 


課 題 


○「（仮称）介護支援ボランティア制度」創設の検討 


○介護予防に関する周知と意識啓発 


○老人クラブの団体数減尐、後継者の不在と高齢化 


○老人福祉センターの管理運営体制（指定管理者制度になじまない） 


協 働 ○老人クラブによる清掃活動 


 


５．障害者福祉の充実 


成 果 


○平成 19年に「行田市障害者計画」の策定 


○平成 18年度より障害福祉サービスの実施 


○平成 17年に「行田市児童、高齢者及び障害者に対する虐待の防止等に関


する条例」の施行 


課 題 
○障害者の就労支援と地域移行の促進 


○防災備品における障害者対応トイレの不足 


協 働 ○各障害者支援団体との連携による障害者への支援 
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６．児童福祉の充実 


成 果 


○「行田市次世代育成支援行動計画」「行田市特定事業主行動計画」の策定


（前期計画は平成 17 年、後期計画は平成 22 年に策定） 


○県内初の病児・病後児保育事業の導入 


○平成 17年に「行田市児童、高齢者及び障害者に対する虐待の防止等に関


する条例」の施行 


○各保育サービス事業の拡充 


○関係機関で構成する子育て支援ネットワークの構築 


○子ども手当の支給（平成 22 年度～） 


課 題 


○多様化する保育ニーズへの対応 


○ワーク・ライフ・バランスに向けての啓発 


○児童センターや公園の遊具等の老朽化対策 


協 働 
○保育サービス事業における民間参入 


○「子育てネット行田」との連携 


 


７．ひとり親家庭の支援 


成 果 
○職業安定所や母子保健センターとの連携によるひとり親家庭への就労支


援  


課 題 ○専門的指導及び情報提供の充実 


協 働 ○民生委員・児童委員及び行田市母子寡婦福祉会との連携 


 


８．低所得者の支援 


成 果 ○経済的支援と相談・指導体制の充実 


課 題 
○経済情勢の悪化に伴う生活保護世帯の増加 


○関係機関と連携した生活・就労等の相談・指導体制の充実 


協 働 ○民生委員・児童委員による生活保護世帯への支援 


 


 


■担当課による各施策の自己評価（Ⅱ 健康で幸せなまちをつくる） 


評価段階 十分できている ややできている あまりできていない 全くできていない 


割  合 11.8% 76.4% 11.8% 0.0% 


 ↓   ↓ 


施 策 名 


○健康管理対策の充実 


○健康増進活動の推進 


○母子保健の充実 


○福祉施設の充実（高齢者福祉の充実） 


なし 
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Ⅲ 個性を伸ばす教育と文化を育てるまちをつくる 


 


■総評 


●学校教育については、小・中学校の尐人数学級編制や小学校全学年での英語活動、寺子屋


事業、環境教育など、本市独自の学校カリキュラムを取り入れ推進しています。しかし、


「全国学力・学習状況調査」では、全国平均よりも低い傾向の科目内容もあり、基礎学力


の向上と目的意識を持った主体的な学習態度の育成が課題となっています。また、今後は


子どもの豊かな心とたくましく生きる力を育むため、学校や家庭、地域等が連携を図り、


地域の資源や人材等を有効に活用して、道徳教育や郷土文化教育など、本市らしい個性あ


る義務教育をさらに推進していくことが必要となっています。 


●生涯学習については、教育文化センターにある中央公民館と各地域の公民館にて各種講座


を開催しているとともに、市民が主体となって運営し自主的研究活動を実践している行田


市民大学などが、主な生涯学習活動の場となっています。また、ものつくり大学と行田市


民大学との連携など、本市独自の生涯学習活動の展開なども見られています。今後はさら


に、市民の自主的な生涯学習活動を促進するとともに、各種施設の役割の明確化やものつ


くり大学等とのさらなる連携、生涯学習活動の成果を子どもたちへの育成や地域活動など


のまちづくりへ生かすしくみづくりとリーダーの育成などを図ることが課題となっていま


す。そのため、活性化しつつある各活動のさらなる連携を図り、市全体の生涯学習活動の


しくみづくりを確立するため、未着手となっている生涯学習推進基本計画の策定が必要と


なっています。 


●文化活動や伝統文化の保存については、足袋蔵を生かしたまちづくりが民間主体で行われ


ており、活性化しています。今後もさらなる支援を進めるとともに、郷土文化継承者の育


成やさらなる文化の掘り起こし、文化財ボランティアの導入と人材の育成を図ることなど


が課題となっています。 


●スポーツ・レクリエーションについては、鉄剣マラソン等のスポーツイベントは参加希望


者が増加するなど活発な動きとなっており、一定の成果は挙がっています。しかし、市内


スポーツクラブのクラブ数や参加者数は減尐傾向となっており、継続的なスポーツ活動へ


は結びついていない状況となっています。生涯スポーツは健康づくりや介護予防等とも関


連が深いため、市民一人ひとりの継続的なスポーツ・レクリエーション活動の促進を図る


ことが課題となっています。 
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■各主要施策の主な成果と課題等 


 


１．幼児教育の充実 


成 果 
○私立幼稚園運営費補助金や私立幼稚園就園奨励費補助金の交付 


○子育てサポーター養成講座の開催 


課 題 ○養成講座修了者の地域での活躍の場づくり 


 


２．個性ある義務教育の推進 


成 果 


○平成 21年度より文部科学スクールニューデｨール事業の推進 


○行田市年間指導計画の作成 


○「古代蓮の里ぎょうだ」のびのび英語教育特区の実施 


○「教育に関する３つの達成目標」の推進 


○さわやか・ボランティア相談配置事業の実施 


○社会体験チャレンジ事業の実施 


○特養への訪問や学校ファームなど、道徳教育・環境教育の充実 


○リクエスト給食や地産地消の推進 


○平成 20年に「行田市公立学校再編成計画（案）」の策定 


○平成 19年に「行田市子ども読書活動推進計画」の策定 


課 題 


○教職員の資質向上と教育内容の充実による学力の向上 


○特別支援学級や通級指導教室の増設など特別支援教育への対応 


○学校給食センターの老朽化対策 


○小中学校児童生徒体力向上推進委員会の活性化 


協 働 
○学校応援団事業や寺子屋事業等による地域や民間企業等との連携 


○ライオンズクラブによる薬物乱用防止教育 


 


３．高等学校教育の充実 


成 果 ○ジュニアリーダーとしての中学生との交流 


課 題 ○地域との交流のさらなる普及 


 


４．大学等高等教育との連携 


成 果 
○ものつくり大学による「行田市民大学」への協力や「こどもまつり」へ


の参加  


課 題 ○主体的な発信拠点としての高等教育機関の役割 


協 働 ○「こどもまつり」への学生の参加 
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５．多様な生涯学習の推進 


成 果 


○平成 15年に「教育文化センターみらい」の設立 


○平成 21年に「行田市民大学」の開校 


○子育てサポーター養成講座、人権教育研修等の開催 


○社会教育関係団体等への支援 


課 題 


○生涯学習推進基本計画の策定に未着手 


○生涯学習活動の活性化のため、生涯学習に関する指導者の養成 


○公民館に配置している生涯学習推進員のさらなる活動の浸透 


○生涯学習情報の一括提供 


○地域公民館での講座の充実 


○教育文化センターのＰＲの充実 


○産業文化会館、はにわの館等生涯学習活動拠点の老朽化対策 


協 働 ○人権教育推進協議会との協働による人権教育研修会の開催 


 


６．青少年の健全育成 


成 果 ○ジュニアリーダー養成研修の開催 


課 題 ○青尐年健全育成会での活動内容の地域差 


協 働 
○「行田市子ども会育成連絡協議会」や「行田市青尐年育成会連絡協議会」


との連携による青尐年健全育成活動 


 


７．文化活動の振興と伝統文化の保存 


成 果 


○「行田市文化団体連合会」への支援 


○平成 16年度より「埼玉古墳群」の世界遺産登録運動の実施 


○平成19年度より歴史を生かしたまちづくりに関する各種事業の実施（「ぎ


ょうだ歴史ロマンの道」整備事業等） 


○市史の編纂 


○平成 22年度に「行田市史料館」を埋蔵文化センターとして再整備（予定） 


課 題 


○文化財ボランティア制度の導入と人材の育成 


○古代蓮自生地の環境変化への対応 


○歴史を生かしたまちづくりに関する基本計画の策定 


○郷土文化継承者の高齢化と後継者の育成 


協 働 


○「行田市文化スポーツ振興協会」や「行田市文化団体連合会」等との連


携  


○「ＮＰＯ法人ぎょうだ足袋蔵ネットワーク」との連携 
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８．スポーツ・レクリエーションの振興 


成 果 


○平成 15年に「行田市スポーツ振興計画」の策定 


○スポーツ教室やアウトドア教室の開催 


○各種スポーツイベントの開催（「行田市鉄剣マラソン大会」等） 


○三重県桑名市、福島県白河市との友好都市スポーツ交流 


○平成 16年度に「第 59回国民体育大会」の開催 


課 題 


○スポーツ指導者の育成とスポーツボランティアの組織化 


○市民プール等のスポーツ施設の老朽化対策 


○アウトドアスポーツ拠点の整備 


協 働 


○「行田市体育協会」や「（財）行田市産業文化スポーツいきいき財団」と


の連携 


○国体ボランティアの協力 


 


 


■担当課による各施策の自己評価（Ⅲ 個性を伸ばす教育と文化を育てるまちをつくる） 


評価段階 十分できている ややできている あまりできていない 全くできていない 


割  合 23.5% 56.9% 11.8% 7.8% 


 ↓   ↓ 


施 策 名 


○私立幼稚園の振興 


○就園奨励補助の充実 


○学校給食の充実 


○学校・家庭・地域の連携強化（個性ある義


務教育の推進） 


○奨学金制度の充実 


○文化活動の充実 


○文化団体の育成 


○郷土芸能の継承と活用 


○郷土博物館の活動の充実 


○市史の編さん 


○各種競技会やイベントの開催 


○第 59 回国民体育大会の開催 


○幼児教育の環境づくり 


○生涯学習推進基本計画の策定 


○情報ネットワークの構築 


○アウトドアスポーツ拠点の整備 
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Ⅳ 産業を振興し、豊かなまちをつくる 


 


■総評 


●農業については、農作物の付加価値向上に向けて「特別栽培」農業への取り組みなど、新


たな動きが見られています。また、「直売いちご」や「田んぼアート米づくり体験事業」等


の観光農業の試みも行われています。今後は、「特別栽培」作物を中心とした行田産ブラン


ドの確立とさらなる観光農業の振興を図ることが課題となっています。また、慢性的な後


継者不足を解消するため、学校教育や生涯学習等とも連携した農業体験等による後継者の


育成や、経営の合理化等も図る必要があります。 


●商業については、最近では卸売・小売業の商店数や年間商品販売額は下げ止まりの状況と


なっているものの、郊外型店舗の増加により商店街の空き店舗が目立ち、商業の活力は低


下したままとなっています。「プレミアム付商品券発行事業」等を実施していますが、一過


性のもので集客の固定化には至っていない状況となっています。そのため、今後はより消


費者ニーズの把握と、ニーズに合わせたサービスの展開、さきたま古墳公園や古代蓮の里、


忍城址等を訪れる観光客を中心市街地まで誘導するネットワークづくりなどを検討するこ


とが課題となっています。 


●工業については、ここ数年事業所数及び従業員数の減尐は下げ止まりの状況となっている


ものの、大手先端技術企業の撤退などにより、関連産業の誘致が難しい状況となっていま


す。一方、「まちづくり研究会」等の設置によるものつくり大学との新たな連携の動きも見


られており、今後は産学連携の動きを産業の高度化につなげていくことなどが課題となっ


ています。また、古来からの地域産業である足袋産業など、伝統的産業の付加価値を高め


るとともに、新たな特産品・加工品の開発や人材育成の強化など、地域産業の振興を図る


必要があります。 


●観光については、旧来型の均一した観光地づくりを脱却し、地域に根ざし、地域の個性を


十分に活用した観光振興を図るため、平成 20 年に「行田市観光振興基本計画」を策定し、


総合的な観光振興施策を推進しています。「行田浮き城まつり」や「行田市Ｂ級グルメ大会」


など、観光イベントについては多数の集客を実現しているものの、さらなる観光振興に向


けては来訪者の市内滞留時間を伸ばすことが必要となっています。そのため、各観光資源


の魅力を高めるとともに、これらの資源を有機的に結びつけ、統一的な「行田ブランド」


を確立することが課題となっています。また、近年の観光客のニーズが、自然や文化志向


の体験型観光へと大きく変化しているため、豊富な地域資源を活用した体験型交流を一層


推進するとともに、市民やボランティア等を積極的に巻き込み、おもてなしの心を醸成し


て、地域が一体となって観光振興に取り組むことも課題となっています。 
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■各主要施策の主な成果と課題等 


 


１．農業の振興 


成 果 


○「特別栽培」農業への取り組み 


○「直売いちご」や「田んぼアート米づくり体験事業」等の観光農業の実


施 


○農業団体への補助金の交付 


○「学校ファーム事業」による農業体験事業の充実 


課 題 


○点在・狭小の 10a 区画ほ場による労力省力化の障害 


○行田産農作物のブランド化と効果的なＰＲ方法の確立 


○後継者の確保・育成、農業経営の法人化 


○農道や農業集落排水の整備 


協 働 ○「行田市担い手育成総合支援協議会」等の取り組み 


 


２．商業の活性化 


成 果 


○平成 19年度より起業家支援事業「空き店舗マップ」の実施 


○「プレミアム付商品券発行事業」の実施 


○平成 21年度に「定額給付金レシート大作戦」の実施 


○地域ポータルサイトの整備 


○平成21年度に商工業振興資金と中小企業経営近代化振興資金の融資限度


額の引き上げ 


○駅前通りの電線地中化の実施 


課 題 
○中心市街地の空き店舗対策 


○観光資源と中心市街地の連結による商店街の活性化 


協 働 ○「行田商工会議所」、「行田市商店街連合会」との連携 


 


３．活力ある地域産業の振興 


成 果 


○頑張る地方応援プログラムによる「企業誘致促進プロジェクト」の推進


（平成 19年度～） 


○「まちづくり研究会」、「まちづくり懇話会」の設置によるものつくり大


学との連携 


課 題 
○観光産業との連携による地域産業の振興 


○大手先端技術企業の撤退と、県との連携による新たな企業誘致の推進 


協 働 ○「ＮＰＯ法人ぎょうだ足袋蔵ネットワーク」による博物館等の運営 
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４．魅力ある観光ネットワークの確立 


成 果 


○「さきたま火祭り」や「行田浮き城まつり」等の各種イベントの開催 


○平成 19年度より「行田市Ｂ級グルメ大会」の開催 


○平成 20年度より「田んぼアート米づくり体験事業」の実施 


○平成 20年に「行田市観光振興基本計画」の策定 


○平成 21年にさきたまシャトルバス増便の実証実験 


課 題 


○観光資源の活用と連携、観光ルートの整備、バリアフリー化の推進 


○近隣都市との連携による広域観光の充実 


○観光情報の効果的な発信 


○観光資源と中心市街地の連結による商店街の活性化 


協 働 ○ＮＰＯ法人への観光ガイドステーションの委託 


 


５．勤労者の支援 


成 果 


○平成 21年に勤労者融資の一部の金利を固定金利に変更 


○埼玉県、「行田地区雇用対策協議会」、「(財)21 世紀職業財団」埼玉事務所


との共催による労働学院の実施 


課 題 
○内職相談等の相談支援体制の検討 


○勤労会館の老朽化、駐車可能台数の不足 


協 働 ○「(財)21 世紀職業財団」埼玉事務所との連携 


 


６．消費者保護の推進 


成 果 ○消費生活に関する相談の実施と啓発 


課 題 
○消費者相談や消費者行政のさらなる活性化・充実 


○消費生活に関するさらなる情報提供の充実 


協 働 ○「行田市くらしの会」との連携 


 


 


■担当課による各施策の自己評価（Ⅳ 産業を振興し、豊かなまちをつくる） 


評価段階 十分できている ややできている あまりできていない 全くできていない 


割  合 10.8% 56.8% 27.0% 5.4% 


 ↓   ↓ 


施 策 名 


○経営診断の促進 


○資金融資制度の活用促進 


○環境整備による企業誘致 


○情報ネットワークの整備 


○農道の整備 


○生活環境の整備 
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Ⅴ 心ふれあうまちをつくる 


 


■総評 


●コミュニティづくりについては、本市においても、市民が主体的に防犯パトロールなどの


社会貢献活動を行うなど、市民の活動が強まりつつあり、市内のＮＰＯ法人数をみると、


「特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）」が施行されて以来、年々増加傾向にあります。しか


し、平成 21 年に実施した市民意識調査では、ボランティア活動への参加状況は、「積極的


に参加している」と「ときおり参加している」を合わせた割合が全体の２割となっており、


平成 14 年の調査からほぼ変わらない結果となっています。今後、市民活動が継続的に発展


していくためには、市民意識の向上やボランティア活動に参加する機会づくりとともに、


様々な市民活動の情報を集約する場や活動の拠点づくりなど、市民活動を行いやすい環境


整備などが重要となっています。本市では、平成 19 年に「行田市市民公益活動促進のため


の基本方針」、平成 21 年に「行田市市民公益活動促進のための基本方針実施計画」を策定


しており、協働のまちづくりに向けたしくみづくりが整いつつあります。今後は方針や計


画に基づいて、着実に活動を市民に浸透させていくことが課題となっています。さらに、


市民と行政が役割分担を明確にし、対等な立場でお互いが責任を持ってまちづくりを行う


ことができるよう、積極的に市民活動を支援し、市民と行政が協働して公共サービスの向


上をめざしていくことも課題となっています。 


●市民参加については、行政への積極的な市民参加を促進するため、平成 15 年に「行田市情


報公開条例」の制定や「市長への手紙制度」の開始、平成 19 年には「市の借金の公表」を


実施するなど、市民参加の前提となる情報の共有化や広報・広聴体制の充実を図っていま


す。しかし、市民の関心度は依然低いため、今後はさらにわかりやすい情報提供体制の充


実が課題となっています。 


●人権については、一人ひとりの人権が尊重されるまちをつくるため、学校教育や生涯学習


等とも連携した人権啓発活動を推進していますが、研修会や講演会などの参加者数の伸び


悩みが見られるなど、今後さらなる人権意識の高揚が課題となっています。 
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■各主要施策の主な成果と課題等 


 


１．コミュニティの支援 


成 果 


○平成 17年度に「道路等里親制度」の創出 


○市ホームページへの市民公益団体の情報を掲示 


○平成 19年に「行田市市民公益活動促進のための基本方針」の策定 


○平成 21年に「行田市市民公益活動促進のための基本方針実施計画」の策


定 


○市長賞の交付 


課 題 


○市民が主体の地域活動の活性化促進 


○「よろいを着よう」などのボランティアの発掘・指導 


○身近なコミュニティ施設の整備と活用 


○「コミュニティセンターみずしろ」の老朽化対策 


協 働 
○「行田市郷土博物館友の会」との連携 


○自治会連合会や「行田市コミュニティ協議会」との連携 


 


２．積極的な市民参加の促進 


成 果 


○各種計画策定委員会への公募委員の登用 


○友好３都市間の市民主体事業への補助 


○平成 15年に「行田市情報公開条例」の制定 


○「行田市生活道路等整備事業評価制度」の創出 


○平成 19年に「市の借金の公表」の実施と定期的財政状況の公表 


○平成 15年に「市長への手紙制度」の開始、市政モニター制度の廃止 


課 題 
○さらなる広報・広聴体制の充実 


○市民の関心を高めるわかりやすい情報提供体制の充実 


協 働 ○「行田市郷土博物館友の会」会員による活動 
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３．人権の理解と交流の推進 


成 果 


○学校教育や生涯学習等とも連携した人権啓発活動の推進 


○平成 13年に「ぎょうだ男女共同参画プラン」の策定 


○平成 19年度に行田市男女共同参画推進センター「ＶＩＶＡぎょうだ」の


開設、情報紙の発行 


○平成 20年度より女性への再就職セミナー、就職相談会の開催 


○県依頼のワンナイトステイ事業の実施 


課 題 


○各種人権研修会への参加促進 


○男女共同参画に関するさらなる啓発の充実と審議会等への女性登用率の


向上 


○ワンナイトステイ事業協力者の増員対策 


○国際化に対する行政サービスの充実 


協 働 ○「行田にほん語教室」との連携 


 


 


■担当課による各施策の自己評価（Ⅴ 心ふれあうまちをつくる） 


評価段階 十分できている ややできている あまりできていない 全くできていない 


割  合 0.0% 73.3% 26.7% 0.0% 


 ↓   ↓ 


施 策 名 
なし 


 


なし 
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Ⅵ 構想推進のために 


 


■総評 


●歳入の状況については、年々減尐傾向にあり、市の歳入の大きな割合を占める市税と地方


交付税の減尐が大きくなっているとともに、歳入に占める市債の割合は増加傾向にありま


す。今後は、市税などの収納率の向上やふるさと納税制度の活用などに努めるとともに、


独自課税の検討、寄付金による基金造成、サービス受益者による適正な負担など、多面的


な取り組みによる歳入の確保を図ることが課題となっています。 


●歳出の状況については、歳入の減尐に伴い、歳出全体の規模としては縮小傾向となってい


るとともに、尐子・高齢化への対応などにより特定の歳出が増加している状況となってい


ます。また、経常収支比率は年々増加の一途を辿っており、財政構造の弾力性が硬直化し


つつある傾向となっています。本市では、平成 13 年に策定された「第三次行田市行政改革


大綱」に基づき、同実施計画の策定による取り組みを推進しているとともに、平成 18 年に


は「第三次行田市行政改革大綱集中改革プラン」を策定し、これまでの取り組みの成果を


改めて検証し、今後重点的に取り組むべき項目の目標値等を設定しています。しかし、今


後も厳しい財政状況が予想される中で、継続して安定した行財政運営を実施していくため


には、定員管理・給与の適正化や行政評価システムの導入による予算編成の見直し、市民


やＮＰＯなどの多様な主体による公共サービスの提供、民間委託の推進など、さらなる創


意工夫による歳出の削減に努めることが課題となっています。 
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■各主要施策の主な成果と課題等 


 


１．効率的な行政の推進 


成 果 


○平成 19年に「行田市市民公益活動促進のための基本方針」の策定 


○平成 21年に「行田市市民公益活動促進のための基本方針実施計画」の策


定 


○平成 20年度より文書管理システムの本格稼動 


○ホームページ等の活用による情報発信の充実 


○行政手続きのオンライン化 


課 題 


○実績のあるＮＰＯの不足とＮＰＯとの信頼関係の構築 


○文書管理システムの紙文書等への対応 


○オンラインによる行政手続き利用の促進 


○双方向型コミュニケーションの整備 


協 働 ○ＮＰＯ代表者の協力による実施計画の策定 


 


２．適正な財政の運営 


成 果 


○平成 13年に「第三次行田市行政改革大綱」の策定 


○平成 18年に「第三次行田市行政改革大綱集中改革プラン」の策定 


○「行財政３ヵ年実施計画」に基づく取り組み 


○土地評価システムの活用と家屋評価システムの導入 


○遊休市有地の売却 


○産業文化会館、はにわの館等への指定管理者制度の導入 


課 題 
○市税をはじめとした自主財源のさらなる確保 


○さらなる事業の合理化と財源の適正配分 


協 働 ○指定管理者制度による「行田市社会福祉協議会」等の施設運営 


 


 


■担当課による各施策の自己評価（Ⅵ 構想推進のために） 


評価段階 十分できている ややできている あまりできていない 全くできていない 


割  合 16.7% 66.6% 16.7% 0.0% 


 ↓   ↓ 


施 策 名 
○行政事務の効率化 


 


なし 
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第１章 総合振興計画の策定にあたって 


 


１．計画策定の趣旨 


 


 本市は、昭和 24年の市制施行以来、４次にわたる総合振興計画を策定し、明るく豊かな市民生


活の実現に向けて、これまで諸施策を推進してきました。 


 しかしながら、近年の地方自治体を取り巻く社会経済情勢は、尐子化の進行による人口減尐や


地球環境問題の深刻化などにより目まぐるしい変化を見せており、行政に求められる課題も高度


化・多様化しています。 


 このような状況に的確に対応していくための自主的・自立的な行政経営の確立と、豊かな地域


社会の創造に向けて、市民と行政がまちづくりの方向性と課題をともに認識し、協働のもとに取


り組むための新たな指針として、「第５次行田市総合振興計画」を策定します。 


 


２．計画の特徴 


 


（１）市民とともに作り上げた計画 


 本計画の策定過程においては、市民意識調査、ぎょうだ夢づくり会議、行田市市民意見募集手


続き（パブリックコメント）などを通じて市民が計画策定に関わる機会を数多く設けるとともに、


市民一人ひとりのニーズや意見を積み上げて策定したものです。本市を支えるだれもが力を合わ


せ、新たなまちづくりを推進していくための基本指針となる計画としています。 


 


（２）だれもが共有する計画 


 本計画は、本市に関わるだれもが目標を共有し、ともにまちづくりを進めるための考え方や方


針を、市民の視点に立ち、簡潔に分かりやすく示した計画としています。 


 


（３）分かりやすく実効性の高い計画 


 本計画は、目指すべき将来像を実現するために、各施策ごとに目標とする成果指標を掲げるこ


とで進行管理を明確にするとともに、実効性を高めた計画としています。 
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３．計画の構成と期間 


 


 第５次行田市総合振興計画は、「基本構想」「基本計画」「実施計画」の３部により構成します。 


それぞれの期間と役割は、次のようになっています。 


 


（１）基本構想 


 本市のまちづくりの基本的な考え方を示した基本理念とそれに基づいた将来像を定めています。


また、将来像を実現するために必要な施策の大綱を掲げています。計画期間は、平成 23年度から


平成 32 年度までの 10 年間とします。 


 


（２）基本計画 


 基本構想に基づき、各分野ごとに施策手段の基幹的事業を体系的に示しています。計画期間は、


平成 32 年度までの間で５年をひとつの区切りと考え、社会経済状況の変化に応じて見直しを行い


ます。 


 


（３）実施計画 


 基本計画で示された各分野ごとの施策を具現化するため、毎年度の予算編成及び事業の指針と


なる計画を示しています。計画期間を３年間としながら、毎年度ローリング方式により見直しを


行います。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


※ 本計画は、基本構想と基本計画の２部により構成されています。 


  実施計画は、向こう３年間の財政状況を見据えながら、本計画とは別に毎年度作成します。 


 


基本構想 


基本計画 


実施計画 


まちづくりの基本理念と目指す姿を示した 


将来像 


基本構想に基づいた分野ごとの施策 


基本計画で示された施策を具現化した 


各年度の事業計画 
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■計画の期間 


 


基 本 構 想


基本計画（５年） 基本計画（５年）


実施計画 計画期間：３年 毎年度見直し


H27 H28 H32H23
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第２章 行田市の特性 


 


１．位置・沿革 


 


（１）位置と地勢 


 本市は、秩父連峰を望む関東平野の中ほど、埼玉県の北部に位置し、東京都心まで約 60ｋｍの


距離にあります。市の北には利根川、南には荒川の大河川を抱え、その他多くの河川や水路が市


内を縦横に流れる面積 67.37km2のほぼ平坦な地形をしています。 


 交通面では、都心までを１時間程度で結ぶＪＲ高崎線が市の南西部、秩父鉄道が市の中央部を


東西に走り、市民の通勤・通学の足となっています。また幹線道路は、国道 17号及び熊谷バイパ


スが市内南西部を南北に縦断するとともに、国道 125 号及び行田バイパスが市内を東西に横断し


ており、首都圏及び隣接する都市と連絡しているほか、東北自動車道、関越自動車道及び圏央道


の各インターチェンジにも良好なアクセスが可能であることから、広域的な交通利便性にも富ん


でいます。 


 


■位置図 
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（２）沿革 


本市は、利根川と荒川に挟まれた肥沃な沖積地にあります。両河川は古来より乱流を繰り返し


て自然堤防を形成し、その上に集落や交通路が開けてきました。水と緑に恵まれた県名発祥のこ


の地では、古くから人々が暮らしを営み、時代ごとにさまざまな文化が栄えてきました。 


古墳時代には東日本最大の円墳である丸墓山古墳や稲荷山古墳をはじめ、数多くの古墳が造ら


れました。そこからは国宝の金錯銘鉄剣や、大陸との文化交流を示す旗を立てた馬型埴輪など、


日本の古代史を語るうえで欠くことのできない貴重な資料が見つかっています。 


平安時代後期になると武蔵武士の活躍の舞台となりました。忍氏や長野氏、河原氏などが登場


し、鎌倉幕府が開かれると御家人として武士の世を切り開いていきました。 


15 世紀中ごろに関東地方で戦国の動乱が始まると、北武蔵の領主たちの中で次第に勢力を蓄え


た成田氏は、自然の地形を巧みに生かして忍城を築きました。成田氏は忍城を拠点として、古河


公方足利氏や関東管領上杉氏、戦国大名の北条氏や上杉謙信など関東で戦いを繰り広げた有力者


たちの間を巧みに生き抜きましたが、北条氏の配下となったため、関東に出兵した豊臣秀吉の大


軍と戦うことになりました。秀吉は忍城を攻めるため、石田三成を総大将とする二万の軍勢を派


遣し、成田方は忍城に籠城してこれを迎え討ちました。三成は城の周囲に堤防を築き水攻めを仕


掛けますが、小田原落城後まで持ちこたえました。この忍城攻防戦は戦国時代の関東における最


後の戦いとして、現在まで語り継がれています。 


近世になると忍城は譜代大名の居城となり、忍藩が成立しました。特に幕藩体制の安定に力を


発揮した老中松平信綱や阿部忠秋が城主となったことから、忍城は「老中の城」としての地位を


確立しました。石高も十万石となり城郭や城下町も整備され、忍城周辺の農村は関東有数の穀倉


地帯として発展していきました。 


明治になり廃藩置県を経て忍藩は埼玉県の一部となり、明治の合併によって市域は１町 12村に


編成されました。忍町には北埼玉郡役所が置かれ、北埼の政治や経済の中心となりました。江戸


時代後半に始まった足袋産業は、明治中期になると需要の増加や社会資本の整備により大きく飛


躍し、行田足袋の名声は全国に知れ渡りました。 


戦後の混乱が落ち着きを見せ始めた昭和 24年、忍町は市制を施行し行田市となりました。昭和


の合併により市域を拡大し、高度経済成長時代には武蔵水路の建設や国鉄駅の誘致、工業団地の


造成、市街地の区画整理など大規模な開発事業が行われ、現在の発展の基盤を築いていきました。 


さらに近年では、旧南河原村との合併を経て新たなスタートを切り、歴史と伝統に支えられた


文化都市としての性格を基調としながら、現代の都市住民の多様な価値観にも対応できる機能を


備えた“質の高い生活”を実現するまちへと着実に歩み続けています。 
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２．人口・世帯の状況 


 


（１）総人口及び年齢３区分比率の推移 


本市の総人口は、平成 13 年までは増加傾向にありましたが、それ以降は減尐に転じ、平成 22


年１月１日現在で 87,912 人となっています。 


また、年齢構成の推移をみると、平成 12 年は年尐人口（0～14 歳）が 15.1％、高齢人口（65


歳以上）が 15.3％だったものが、平成 22 年には年尐人口（0～14 歳）が 12.6％、高齢人口（65


歳以上）が 21.7％と尐子・高齢化が進行していることがうかがえます。 


 


■総人口の推移 


13,804 13,499 13,254 12,880 12,636 12,395 12,178 11,939 11,644 11,393 11,109


63,756 63,790 63,407 62,976 62,789 62,493 61,544 60,487 59,617 58,628 57,724


14,060 14,551 14,973 15,474 15,788 16,144 16,654 17,321 17,975 18,527 19,079


91,620 91,840 91,634 91,330 91,213 91,032 90,376 89,747 89,236 88,548 87,912


0


20,000


40,000


60,000


80,000


100,000


平成12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年


人


年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 高齢人口（65歳以上）
 


資料：埼玉県町（丁）字別人口調査結果報告概要（各年１月１日現在） 


※平成 17 年までの数値は、旧南河原村を含む。 


■年齢３区分比率の推移 


15.1% 14.7% 14.5% 14.1% 13.9% 13.6% 13.5% 13.3% 13.0% 12.9% 12.6%


69.6% 69.5% 69.2% 69.0% 68.8% 68.6% 68.1% 67.4% 66.8% 66.2% 65.7%


15.3% 15.8% 16.3% 16.9% 17.3% 17.7% 18.4% 19.3% 20.1% 20.9% 21.7%


0%


20%


40%


60%


80%


100%


平成12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年


年少人口（0～14歳）割合 生産年齢人口（15～64歳）割合 高齢人口（65歳以上）割合
 


資料：埼玉県町（丁）字別人口調査結果報告概要（各年１月１日現在） 


※平成 17 年までの数値は、旧南河原村を含む。 
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（２）世帯数の推移 


 世帯数の推移をみると、増加の一途をたどっており、平成 22 年では 33,301 世帯となっていま


す。しかしながら、一世帯当たりの人員は、平成 12 年の 3.03 人から平成 22 年では 2.64 人とな


っており、世帯構成人員が減尐していることがうかがえます。 


 


■世帯数の推移 


30,261 30,794 31,203 31,457 31,875 32,243 32,479 32,744 33,064 33,219 33,301


2.64


3.03 2.98 2.94 2.90 2.86 2.82 2.78 2.74 2.70 2.67


0
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20,000


30,000


40,000


50,000


60,000
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世帯


0.00


0.50


1.00


1.50


2.00


2.50


3.00


3.50


人


世帯数 一世帯当たりの人員


 


資料：埼玉県町（丁）字別人口調査結果報告概要（各年１月１日現在） 


※平成 17 年までの数値は、旧南河原村を含む。 
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３．産業の状況 


 


（１）産業別人口比率の推移 


産業別人口比率の推移をみると、第１次産業はあまり変化がありませんが、第２次産業が減尐


し、第３次産業が増加しています。 


また、産業構造については、「サービス業」が 28.5％と最も高く、次いで「製造業」が 26.8％、


「卸売・小売業」が 17.9％となっています。 


 


■産業別人口比率の推移 


5.6 


4.7 


4.7 


4.1 


45.2 


40.8 


37.9 


33.9 


49.0 
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0.7 


0% 20% 40% 60% 80% 100%


平成２年


平成７年
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平成17年


第１次産業


（農林業等）


第２次産業


（建設業・製造業等）


第３次産業


（サービス業等）


分類不能


 
資料：国勢調査 


 


■産業構造の状況 


農業


4.1%


建設業


7.1%


製造業


26.8%


電気・ガス・熱


供給・水道業
0.5%


情報通信業


1.9%


運輸業


6.3%
卸売・


小売業
17.9%


金融・保険業


2.3%


不動産業


0.9%


サービス業


28.5%


公務（他に分


類されないも


の）


3.2%


分類不能の


産業
0.7%


 


 


 
資料：国勢調査（平成 17 年） 
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（２）市内総生産額の推移 


市内総生産額の推移をみると、年々増加傾向にあり、平成 19年度では約 3,000 億円となってい


ます。 


 


■市内総生産額の推移 


266,720 


255,635 


279,332 


284,377 


299,974 


0 100,000 200,000 300,000 400,000 


平成15年度


平成16年度


平成17年度


平成18年度


平成19年度


百万円
 


資料：埼玉の市町村民経済計算 


（３）事業所数・従業者数の推移 


 事業所数の推移をみると、平成３年をピークに減尐傾向にありましたが、平成 18 年にはやや増


加しています。 


 また、従業者数の推移をみると、平成８年をピークに減尐しましたが、事業所数と同様に平成


18 年にはやや増加しています。 


 


■事業所数・従業者数の推移 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


資料：事業所・企業統計調査 
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第３章 行田市を取り巻く社会状況 


 


 我が国の社会状況の大きな変化に伴い、地方自治体を取り巻く環境も大きな転換期にあると言


えます。 


 本市のまちづくりの方向性を考える上で、こうした状況の変化を的確に把握していく必要があ


ります。ここでは、特に重要と思われる以下の７点について現状を整理します。 


 


１．少子・高齢化の進行による人口減少及び人口構造の変化 


 現在、我が国は世界に類を見ない速さで尐子・高齢化が進行しています。平成 17年には総人口


が初めて「自然減」に転じ、国が示した予想を上回る速さで人口減尐が加速しています。合計特


殊出生率は平成 17 年に 1.26 という過去最低となる数値を記録し、その後はやや回復したものの


平成 20 年で 1.37 と、人口を安定維持できるとされる 2.08 には程遠い数値となっています。 


さらに、いわゆる「団塊の世代」が高齢期を迎え、高齢者の割合が急速に高まることから、人


口減尐と高齢化が同時に進行することになります。こうした人口構造の変化は、福祉・医療・労


働など、まちづくり全般に大きな影響を与えることとなります。 


 


２．持続可能な循環型社会の構築 


地球温暖化やオゾン層破壊など、地球規模での環境問題が深刻化しています。こうした現象の


背景には、大量生産・大量消費・大量廃棄といったこれまでの社会経済システムの存在が挙げら


れ、資源の乱獲や乱開発の防止などが課題となってきました。 


 平成 17 年２月の京都議定書の発効に伴い、ＣＯ2の削減をはじめとする地球温暖化対策を総合


的に推進することが義務付けられており、資源を有効に利用する意味で循環型社会の構築がとり


わけ重要です。 


今後は、自然環境を意識した個人レベルの取組や、クリーンエネルギーの活用といった組織的


な取組などにより、持続可能な循環型社会の構築を推進することが求められています。 
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３．将来を担う人材を育てる教育と生涯学習の重要性の高まり 


 青尐年による凶悪な犯罪や学校におけるいじめ、不登校、校内暴力などの社会問題は依然とし


て解決に至っていないのが現状です。これらの現象の背景には、教育力の低下、人間関係の希薄


化、社会体験の不足、生活習慣の乱れなど、青尐年の健全な育成に必要な環境の悪化が原因と考


えられます。また、若者を中心にニートやフリーターが増加しており、若者の「生きる力」をは


ぐくむことが求められていると言えます。 


 学校教育では、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）による学力国際比較調査の結果において、学力


低下が確認され、深刻な問題となっています。その一因として、子どもを教え育てる立場にある


親・教師の指導力・教育力を高めることが必要であると言われています。そこで教育を取り巻く


さまざまな課題に対応し、将来を担う人材の育成を図るための教育に取り組むことが求められて


います。 


生涯学習では、社会環境が急激に変化していく中、市民が自己を見失うことなく、心豊かで充


実した人生を送るためには、生涯の各時期に、必要に応じて、さまざまな学習内容や方法等を自


らの意思で選択して学習することが必要です。そこで生涯学習の環境を、市民が学習の成果を生


かしながら行政と協働してつくり上げていくことが求められています。 


 


４．「安心・安全」への関心の高まりと地域の中のつながりの必要性 


 地震や風水害など自然災害への不安、子どもや高齢者など社会的弱者を狙った犯罪の増加など


により、さまざまな分野において安心・安全に対する関心が高まっています。 


 これらの被害を最小限に食い止めるには、個人や家庭での取組とともに、隣近所や地域におけ


る人と人とのつながりが重要となっています。 


 また、今後は急激な高齢者の増加が見込まれる中で、公的なサービスだけでは対応しきれない


ケースが想定されることから、地域住民やボランティアなどによる地域における支え合い、いわ


ゆる「地域福祉」の概念も、その重要性が高まってきています。 


 そのため、地域の中で互いに協力し合う互助の考え方を広めるとともに、コミュニティづくり


の支援に取り組むことが求められています。 


 


５．グローバル化による産業構造の変化 


 経済は、規制緩和等の拡大によりますますグローバル化し、これに伴い産業構造も大きく変化


しています。 


 産業別に見ると、第一次産業・第二次産業が減尐し、第三次産業が増加する傾向にあります。


この要因は、低価格で大量仕入れが可能な海外からの食糧調達や、低コストでの生産が可能な海


外へと多くの生産拠点が移転していることなどが挙げられます。農林業や製造業の衰退は、地域


における雇用機会の減尐など、まちの活力や魅力の低下につながることから、今後は、経済・産


業の動向を見据えながら、地域固有の課題やニーズに対応し、地域に密着した産業の振興など、


適切な対応が求められています。 
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６．高度情報化の展開 


 携帯電話やインターネットなど、情報通信技術の飛躍的な進展により、だれもが必要な時に必


要な情報を容易に得ることができる環境にあります。このことは、物理的な距離を短縮でき、自


宅にいながらのさまざまな情報収集や買い物など、生活の利便性と快適性を向上させる一方、情


報技術の手段を持たない人たちとの間に、格差が広がる恐れが指摘されています。 


 また、情報通信技術については、幅広い分野での活用が進められている一方で、個人情報の流


出やコンピュータ犯罪などの防止、情報セキュリティ対策の強化も必要とされています。 


 今後は、これらの課題に対して的確な対応を図りながら、行政サービスを効率的に提供する手


段として、高度情報化技術の積極的な活用が求められています。 


 


７．地方分権・規制緩和などまちづくりを取り巻く流れ 


 地方分権の進展により、地方公共団体の政策の自己決定権が拡大し、これまでに増して、「自己


決定・自己責任」のもとで地域の実情やニーズを踏まえた魅力あるまちづくりが可能となりまし


た。しかし、国は、国庫補助負担金の削減、税源移譲、地方交付税の改革を一体で行う三位一体


改革を推進しましたが、地方自治体の財政運営は依然厳しく、主体性・独自性を出した施策に取


り組むことは、財政面からは困難な点があると言えます。 


そこで、今後は、市民やボランティア・ＮＰＯなどと協働し、創意工夫をしながら個性あふれ


る魅力あるまちづくりを進める必要があります。 


また、これまでは全国で市町村合併が進んできましたが、国では道州制の導入が検討されるな


ど、今後、本市を取り巻く枠組みも大きく変わる可能性が考えられます。 
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第４章 行田市の基本課題 


 


 市民の声や社会の潮流を踏まえ、本市の特色を生かしながら新たなまちづくりを進めるために、


特に重要なものとして以下のような課題が挙げられます。 


 


１．人口減少社会への対応 


 全国的な傾向と同様、本市においても総人口が減尐に転じています。この傾向に歯止めをかけ、


まちの活力を維持していくためには、多様なライフスタイルを求める市民の声に常に耳を傾けな


がら、計画的な生活環境の整備や交通利便性の向上などをはじめとする各種施策のさらなる充実


により新たな定住を促進するなど、「住んでみたいまち」「住み続けたいまち」を実感できる取組


を推進していく必要があります。 


 


２．保健・医療・福祉環境の充実 


 健康福祉分野を重視する市民ニーズを踏まえるとともに、急速に進む尐子・高齢化に対応する


ため、子どもから高齢者まで、すべての市民が健康で安心して暮らせるまちづくりを進めていく


ことが重要となっています。そのため、子育て環境の整備、予防に重点を置いた健康づくり体制


の充実をはじめ、地域ぐるみの福祉体制の構築など、健康福祉社会の形成を図っていく必要があ


ります。 


 


３．環境の保全と創造 


 現在及び将来の市民の潤いと安らぎのある生活を確保するためには、本市の豊かな自然環境を


保全し、より良い環境を創造するための取組が求められています。さらに、地域の環境が地球全


体の環境と深くかかわっていることから、地球規模での環境問題の解決に寄与するため、地域ぐ


るみの取組を積極的に推進させる必要があります。 


 


４．多様な主体による協働のまちづくりの推進 


さまざまなニーズに応えながら効率的な行政運営を行うには、もはや行政の力だけでは限界に


きています。今後は、市民の政策形成への参画、市民との協働による政策の実施が不可欠となっ


ています。さらに、市民と行政との間の領域について、「新しい公共」の概念のもとに「協働」の


確立を図り、互いの役割分担と責任を持って、市民サービスが充実したまちづくりを進めていく


必要があります。 
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５．地域資源の活用と連携による産業の振興 


 本市の活力を増進させる手段として、市内各所にある豊富な地域資源を発掘・保全し、それら


を効果的に結び付け、「行田らしさ」を感じることができる施策を創出することにより「交流人口」


を増加させ、まちににぎわいをつくりだすことが求められています。また、農業・商業・工業な


どの各産業については、新たな起業機会の創出や、付加価値をさらに高める取組を図る必要があ


ります。 


 


６．次代を担う人材の育成と生涯学習・文化活動の活性化 


 「まちづくりは人づくりから」という言葉があるように、次代の本市を担う子どもたちに対し


て、豊かな心とたくましく生きる力をはぐくむための学校教育環境の充実を図るとともに、自己


実現の場や機会が充実した生涯学習・文化活動が盛んなまちづくりに向け、市民に開かれた総合


的な学習の場を、より一層充実させるための取組を進めていく必要があります。 


 


７．自立した自治体経営の推進 


 厳しい財政状況にあっても、行政には市民サービスの質の向上と維持に努め、市民福祉の向上


に努める必要があります。本格的な地方分権社会を迎え、自主、自立の考え方に立って、効率的


かつ効果的な事業を実施するとともに、戦略的な行財政経営の推進と、持続可能なシステムの構


築を図っていく必要があります。 


 


 







 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


Ⅱ 基本構想 
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第１章 まちづくりの基本理念 


 


 市政のさまざまな分野において、市民の要望、社会の変化に的確に対応し、持続的に成長する


まちを創造していくためには、まちづくりを構成するすべての要素に“元気”が必要です。 


そこで、３つの“元気”を柱とした基本理念とそれぞれのキーワードを定め、目指すべきまち


づくりの方向を市民と行政が共有することで、協働のまちづくりを進めます。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


   健   康 【だれもが健やかに暮らせる元気なまち】 


 市民の元気の源となるものは、まず「健康」であると言えます。そのため、子どもからお年


寄りまで、すべての世代にわたる健康と体力を増進させるための施策を推進し、市民が心身と


もに健やかに、いつまでも元気に暮らせるまちづくりを進めます。 


 


 


人 材 育 成 【夢をはぐくみともに成長できる学びのまち】 


 「だれでも、いつでも、どこでも」生涯を通して学ぶことができる環境づくりを進めること


により、豊かな知性と創造力を兼ね備えた人材の育成を図るとともに、その人材を生かしたま


ちづくりを市民とともに進めます。 


 


 


市 民 協 働 【パートナーシップで未来をひらく協働のまち】 


 将来にわたり持続的に発展するまちを実現するためには、市民や企業をはじめだれもが協働


し、連携してまちづくりを推進していくことが必要です。そのため、それぞれの役割分担のも


とに自らが主体となり、ともに支え合い、責任を持ってまちづくりを進めることができるよう


な体制の整備を図ります。 


 


 


 


ひとの“元気” 


「ひとの元気・地域の元気・まちの元気」 
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支 え 合 い 【地域の力に支えられた安心・安全なまち】 


 本市には、そこに暮らす人々が互いに支え合い助け合う地域社会のつながり、昔ながらの「向


こう三軒両隣」の考えが息づいています。尐子高齢社会の進展に向け、だれもが安心して豊か


な生活を送ることができるよう、あらゆる分野において、「安心・安全」を基本的な視点とし


ながら、地域全体でともに支え合える思いやりのまちを目指します。 


 


 


 


 


 


継承と創造 【独自の資源を生かし新しい魅力を創造するまち】 


 本市には、古くから継承されてきた、ここにしかない貴重な歴史文化遺産と豊かな自然があ


ります。それらを大切にし、学び、触れ合い、発信することにより、まちに誇りと自信を持ち、


愛する心をはぐくむとともに、豊かな地域資源を活用した集客による交流人口の増加や産業を


活性化することにより、にぎわいと活気あふれるまちを目指します。 


 


 


 環境との共生【自然環境と共生した快適でうるおいのあるまち】 


 本市の恵まれた自然環境を貴重な資源として守りはぐくみ、安全で快適な生活が営めるよう、


環境に配慮した省資源・循環型社会の構築を図りながら、うるおいのあるまちづくりを進めま


す。 


 


 


 


 


 


地域の“元気” 


まちの“元気” 
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第２章 目指すべき将来像 


 


 基本理念に基づき、本市の将来像を次のとおり定めます。 


 


 


「古代から未来へ 夢をつなぐまち ぎょうだ」 
 


 


埼玉県名発祥の地である本市は、古代から続く悠久の時の流れとともに、豊かな自然と輝かし


い歴史、薫り高い文化をはぐくんできました。 


こうした先人から受け継いだまちの“財産”に誇りを持ち、守り、継承し、また、市民と行政


との創意工夫によるまちづくりを進めることで、未来の市民へ夢をつなぎ、活力と希望に満ちた


まちを目指します。 
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第３章 将来フレーム 


 


１．将来人口 


 


（１）定住人口 


 まちづくりにおいて、生活基盤整備などの面で「定住人口」は重要な指標となるものです。近


年、出生率の低下などから、全国の多くの市町村において、今後は人口の減尐が予測されていま


す。 


これからの本市の将来人口を推計すると、人口は年々減尐を続け、本計画の最終年度である平


成 32 年度には、総人口は 80,000 人を下回ることが予測されます。しかし、今後のまちづくりを


進めていくうえで、一定の人口を維持していくことが、まちの活性化には必要不可欠です。この


ことから今後は、市政のあらゆる分野において、これまで以上に魅力ある施策を展開することに


より人口減尐の抑制に努め、平成 32 年度の定住人口（目標）を 87,000 人と設定します。 


 


 


 


 


 


 


■計画年度内における定住人口推計 


 ＜コーホート変化率法による自然体推計と人口減尐緩和施策実施との比較推計＞ 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


※コーホート変化率法…同じ年（または同じ期間）に生まれた人々の集団（コーホート）について、過去におけ


る実績人口の動勢から「変化率」を求め、それに基づき将来人口を推計する方法です。なお、実績人口は住


民基本台帳及び外国人登録人口を基にしています。 


「平成３２年度の定住人口」 ＝ ８７，０００人 
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目標定住人口 自然体推計による定住人口


第５次行田市総合振興計画 計画期間 
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（２）交流人口 


 これからのまちづくりにおいては、「定住人口」と併せ、人口指標の尺度として重要視されてい


る「交流人口」の増加に向けて、にぎわいと活力あるまちづくりを進めていく必要があります。 


 「交流人口」とは、観光、仕事、学習などさまざまな動機でまちを訪れる人口を意味していま


す。今後は観光施策の充実をはじめ雇用機会の創出などの施策を総合的に推進することで、交流


人口のさらなる増加を図ります。 


 


（３）まちづくり人口 


 本計画では、本市で活動するすべての人々をまちづくりの担い手とみなし、「定住人口」と「交


流人口」を合わせた「まちづくり人口」の目標を設定します。 


本市に住む人だけでなく、本市を訪れ、働き、学ぶ人を含めて「まちづくり人口」と位置付け、


本市のまちづくりに関わるすべての人が活躍できるまちづくりを進めることを目標に、まちづく


り人口 100,000 人の達成を目指します。 


 


 


■まちづくり人口の概念図 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


定住人口の 


減少緩和 


交流人口の 


増加促進 


「古代から未来へ 夢をつなぐまち ぎょうだ」 


＝ 


 ＋ ＋ 


まちづくり人口 
 


１００，０００人 


の活力 
（平成 32 年） 
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２．土地利用 


 


（１）土地利用の基本的な考え方 


 土地は、市民のための限られた貴重な資源であり、「住み、働き、憩い、育て、触れ合う」とい


った諸活動にとって共通の基盤であるため、地域の発展や市民生活と深い関わりを持っています。 


 土地が社会性・公共性を持った資源であることから、都市の均衡ある発展、自然との共生、安


全で快適な環境の確保を図ることを基本として、有限な資源の保全に努めながら総合的に土地利


用を進めていく必要があります。 


 


（２）土地利用の基本方針 


 新市建設計画における基本方針を踏まえながら、地域ごとの特性に着目した適切な土地利用を


通じて快適性と安全性を高めます。さらに、まちの活力の創出をはじめ、多様な市民ニーズに適


切に対応できる土地利用を進めます。 


 


① 都市的土地利用 


 本市の特色ある歴史や文化との調和を考慮しながら、資源を有効活用しつつ生活基盤や都市基


盤の整備を進め、防災機能や生活環境の向上につながる快適な都市環境の創造を図ります。また、


幹線道路や都市計画道路などの整備に伴う新たな利用形態の可能性について検討します。 


 


② 農業的土地利用 


 本市の基幹産業である農業との調和を原則としながら、豊かな田園風景の保全に努めるととも


に、ゆとりある生産活動の場として、都市近郊型の農業を積極的に推進します。 


 


③ 自然的土地利用 


 水と緑に恵まれた本市の豊かな自然環境を守り継承するために、適正な保全と管理に努めると


ともに、生態系に対して十分に配慮した上で、自然と触れ合える空間づくりの整備を進め、憩い


や健康づくりの場としての活用を図ります。 
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第４章 まちづくりの進め方 


 


 将来像の実現に向けたまちづくりを進めるためには、「自助・共助・公助」の考え方による補完


の原則に基づき、だれもがまちづくりに参画することが求められます。 


 このことから、市民と市役所（行政）は次のような役割分担の下に、十分なコミュニケーショ


ンを確保しつつ、一人ひとりができることから行動を起こし、ともにまちづくりを進めていく必


要があります。 


 


 


まちづくりにおける市民と市役所（行政）の役割 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


■ まちづくりの「主役」となって、ま


ちの進むべき方向性を市役所とともに


考える。 


■ 公共サービスの「受け手」であると


同時に、「担い手」であるという認識を


持ち、市役所と連携・協力を図りなが


ら、まちづくりを進める。 


 


■ 市民とともにまちづくりのあり方を


考え、まちに活力と価値を生み出す施策


を展開する。 


■ 地域ごとの実情や市民の声を把握


し、きめ細かで的確なサービスを、効率


的かつ効果的に提供する。 


市    民 


 


市役所（行政） 


 


 
 


まちを構成し、協働の担い手となるすべての要素が、お互いの信頼関係を築き、


それぞれが得意とする分野で力を発揮し、分担・連携・協働により課題解決を図


りながら将来像の実現に向かっている。 
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第５章 施策の大綱 


 


将来像を実現するために、「まちづくりの基本理念」に基づいた８つの大綱を柱として各種施策


に取り組み、まちの“元気”を創出します。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


「古代から未来へ 夢をつなぐまち ぎょうだ」 


※まちづくりの基本理念である３つの“元気”を土壌として、「ふれあい」と「信頼」の幹が育ち、「やすらぎ」


「快適」「うるおい」「にぎわい」「安心・安全」「はぐくみ」の実をつけます。さらにすくすく育つことで、


明るいまちの将来像に近づきます。 


うるおい
豊かな自然と共生した


うるおいのある


まちづくり
【環境】


快　　適
生活基盤が充実した


便利で快適な


まちづくり
【都市基盤】


ふれあい
支え合い、元気に暮らせる


ふれあいのまちづくり
【コミュニティ】


信　　頼
市民の期待にこたえる


信頼のまちづくり
【行財政運営】


にぎわい
活気と活力に満ちた


にぎわいのまちづくり
【産業・経済・観光】


安心・安全
安心と安全に


支えられたまちづくり
【危機管理】


やすらぎ
だれもが健やかで


幸せに暮らせる


まちづくり
【保健・福祉・医療】


はぐくみ
未来をひらく人材と


文化をはぐくむ


まちづくり
【教育・文化・芸術】


まちづくりの基本理念 「ひとの元気・地域の元気・まちの元気」 


【健 康】 だれもが健やかに暮らせる元気なまち 
【人 材 育 成】 夢をはぐくみともに成長できる学びのまち 
【市 民 協 働】 パートナーシップで未来をひらく協働のまち 


【支 え 合 い】 地域の力に支えられた安心・安全なまち 
【継承と創造】 独自の資源を生かし新しい魅力を創造するまち 


【環境との共生】 自然環境と共生した快適でうるおいのあるまち 
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１．だれもが健やかで幸せに暮らせるまちづくり【保健・福祉・医療】 


 


だれもが健やかで幸せに暮らせるまちづくり【保健・福祉・医療】 


 


（１）健康に暮らせるまちをつくる 


 だれもが健やかで安心に満ちた暮らしを送り、生涯を通じて活動的な生活が送れるように市民


の健康意識の向上に取り組みます。さらに市民一人ひとりが自分に合った健康づくりを実践し、


健康寿命の延伸に結びつく施策の推進と環境づくりを目指します。 


 


（２）みんなで支え合うまちをつくる 


 住み慣れた家庭や地域で、すべての人がその人らしく自立し、安心した生活が送れるよう、地


域全体で生活課題を解決していく取組を進めます。 


 また、支援を必要とする家族や人を見守りながら、人々が積極的に支え合う福祉のまちづくり


を目指します。 


 


（３）高齢者がいきいきと安心して暮らせるまちをつくる 


 高齢者が住み慣れた地域で元気に安心して暮らし続けられるよう、生活支援体制の強化を図る


とともに、生きがいづくりと介護予防を推進します。また、人と人との触れ合いや、地域社会で


の助け合いによって、高齢者を支える地域ネットワークづくりの確立を図ります。 


 


（４）安心して子育てができるまちをつくる 


 子どもを生み、育てることに喜びを感じられるような地域社会づくりに向けて、子育て家庭へ


の支援に努めるとともに、子どもたちが地域や自然と触れ合い、健やかに成長できる子育て環境


づくりを進めます。 


 


（５）障がい者が自立して暮らせるまちをつくる 


 障がい者が地域社会の中で自立した生活を確立できるよう、ノーマライゼーションの理念を基


本とし、障がい者のニーズを踏まえながら社会参加への機会の促進を図り、生活しやすい環境づ


くりに努めます。 


 また、市民が障がいへの理解を深めるため、啓発事業の充実や理念の普及を図り、心のバリア


フリーを目指します。 


やすらぎ 
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（６）いつでも必要な医療が受けられる安心なまちをつくる 


 市民がいつでも必要な医療が受けられるよう、関係機関との協力のもと、病院や診療所との連


携体制をさらに強化し、地域医療体制の充実を図ります。 


 


（７）だれもが安心して暮らせるまちをつくる 


 だれもが安心して生活するための基盤となる社会保障制度について、国民健康保険、国民年金


などの制度に対する理解の促進と適正な運営に努めます。また、公平・公正な制度運営のもとに、


自立支援の観点から生活者の支援を図ります。 
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２．生活基盤が充実した便利で快適なまちづくり【都市基盤】 


 


生活基盤が充実した便利で快適なまちづくり【都市基盤】 


 


（１）魅力あるまち並みをつくる 


 中心市街地にふさわしい活気と魅力あるまちなみを創出するため、行田らしい景観を生かした


都市基盤整備を進めるとともに、市民、企業、ＮＰＯなどと連携したまちづくりに取り組みます。


また、市内に残る多くの景観資源を保全するために、景観保全意識の向上を図ります。 


 


（２）道路環境が快適なまちをつくる 


市民の利便性の向上と安全で快適に通行できる交通ネットワークの充実を図るため、幹線道路、


生活道路及び橋りょうの整備や維持管理を効率的かつ効果的に推進し、その効果を観光拠点や地


域とのネットワークの構築に結び付け、快適な道路環境の創出を進めます。 


 


（３）安全で快適に移動できるまちをつくる 


 鉄道、バス、タクシーなどの公共交通の利便性を高め、安全で快適に移動できるようにするた


め、バリアフリーをはじめとする利便性の向上について、関係機関に積極的に協力を求めていき


ます。また、移動の制約を受ける市民の日常生活を支える交通手段を確保するため、市内循環バ


スをはじめとして、市民ニーズに対応した公共交通の整備を進めます。 


 


（４）豊かな緑と水辺環境に恵まれたまちをつくる 


 豊かな緑を身近で感じながら、心癒される環境の保全と形成を目指し、市民と協働し計画的な


緑化を推進するとともに、地域の特性を生かした親しみやすく安心・安全な公園づくりと維持管


理を行います。また、豊かな水辺環境に恵まれた本市の特徴を生かし、水と触れ合い親しめる場


としての有効活用を図りながら総合的な治水対策を進めます。 


 


（５）安全で安定した水の供給と水質がきれいなまちをつくる 


 安心・安全でおいしい水道水を安定して供給していくために、水道施設及び設備の維持管理と


充実に努めます。また、計画的な公共下水道整備を引き続き進め、快適な生活環境の確保に努め


ます。 


 


（６）住環境が整った暮らしやすいまちをつくる 


 快適に暮らすことができる住環境を創出するため、住宅の安全対策をはじめ、市民との協力体


制のもとに、良質で愛着が生まれる住環境の形成を図ります。 


 また、市営住宅の計画的な改修などによる住環境の整備や、地域特性に応じた良好な住宅建設


の誘導などを進めます。 


快  適 
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３．豊かな自然と共生したうるおいのあるまちづくり【環境】 


 


 


豊かな自然と共生したうるおいのあるまちづくり【環境】 


 


（１）資源循環型社会が形成されたまちをつくる 


 持続可能な循環型社会を目指すため、市民、事業者、行政の連携のもとに、ごみとなるものは


持ち込まない（リフューズ）、ごみを減らす（リデュース）、繰り返し使う（リユース）、資源とし


て再利用する（リサイクル）を推進するとともに、適正な廃棄物処理対策を推進します。 


 


（２）自然環境との触れ合いに満ちたまちをつくる 


 本市に残る豊かな自然を次世代に受け継ぐとともに、いつでも触れ合うことができるよう、市


民・事業者・行政がそれぞれの役割分担に応じた環境保全活動に取り組み、人と自然が共生でき


るまちづくりを進めます。 


 


（３）地球環境にやさしいまちをつくる 


 地球規模で進む環境問題に対応するため、環境教育や環境学習の充実による意識啓発を図ると


ともに、新エネルギーの導入や省エネルギーの推進に努め、ＣＯ2削減をはじめとした地球温暖化


対策に積極的に取り組みます。 


 


 


 


 


うるおい 
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４．活気と活力に満ちたにぎわいのあるまちづくり【産業・経済・観光】 


 


 


活気と活力に満ちたにぎわいのあるまちづくり【産業・経済・観光】 


 


（１）地域の魅力にあふれたまちをつくる 


 本市は、埼玉古墳群をはじめ忍城址や市内に点在する足袋蔵などの歴史資源、古代蓮や利根川


などの自然資源、フライやゼリーフライといった独自の食文化に代表される文化資源など、豊か


な観光資源に恵まれています。こうした資源の有効活用を図り、独自の魅力と特色を創出するた


め、観光資源間のネットワーク化や観光イベントの充実に努めるとともに、積極的な情報発信に


より、「訪れたくなるまち」を目指します。 


 


（２）安心・安全な農産物を供給できるまちをつくる 


 食の安心・安全を重視する消費者ニーズに対応するため、特産品や農業生産物の付加価値向上


に向けたブランドの確立を目指すとともに、地産地消を基盤とする販路の充実、環境保全型農業


など、新しい農業の展開を図ります。また、安定して農産物を供給できる農業を目指し、後継者


の育成や生産基盤の整備に努め、農業生産の向上を図ります。 


 さらに、農業に対する消費者の理解を深めるために、市民が農業と触れ合える場の創出に努め


ます。 


 


（３）商業活動が活発なまちをつくる 


 にぎわいのあるまちづくりを目指し、地域のまちづくり活動や観光資源等との連携を図りなが


ら、商業者組織への支援などに努め、社会経済環境の変化や消費者の需要に柔軟に対応できる魅


力と活力のある商店街づくりを進めるとともに、新たな起業機会の創出を支援することにより、


商業の活性化を図ります。 


 


（４）地域産業が盛んなまちをつくる 


企業に対する経営支援の充実を図るとともに、地域の伝統産業を守り育てるため、経営の近代


化や技術の継承の支援を推進します。また、市民が安心して働き続けられるようにするため、新


産業及び基幹産業の誘導や優良企業の誘致に取り組み、活力ある産業の基盤づくりを進めます。 


 


（５）安心して働けるまちをつくる 


多様化する勤労者ニーズに対応するため、関係機関との連携をもとに職業能力開発の支援や相


談機能の充実に努めながら、市民の就労機会の拡充を進めます。 


 


にぎわい 
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５．安心と安全に支えられたまちづくり【危機管理】 


 


 


安心と安全に支えられたまちづくり【危機管理】 


 


（１）犯罪のない安心なまちをつくる 


 市民が安心して暮らせるまちを目指して、地域、ボランティア、関係機関との連携を図り、地


域ぐるみの防犯活動を推進するとともに、防犯意識の啓発や防犯施設の充実を図り、犯罪のない


地域環境の整備に努めます。 


 


（２）災害に強いまちをつくる 


 災害に強いまちづくりを推進するため、市民の防災意識の向上を図り自主防災組織の育成に努


めるなど、地域と一体となった防災体制の強化を図ります。また、市有施設の耐震化を図るとと


もに、情報伝達体制や防災設備の整備を進め、災害時に迅速に対応できる体制づくりを図ります。 


 


（３）交通事故のない安全なまちをつくる 


 市民一人ひとりの交通安全意識を高めるための啓発活動を推進するとともに、交通事故のない


安全で快適な環境づくりを進めます。 


 


（４）消防・救急体制が整った頼れるまちをつくる 


 市民の生命、身体及び財産を守るため、迅速かつ的確に対応できる消防・救急体制の充実と強


化に努めます。また、地域や事業所に対する啓発活動を推進し、連携強化を図ることにより、地


域の消防・救急力を向上させ、暮らしの安全性の向上を目指します。 


 


（５）安心した消費生活が送れるまちをつくる 


 市民が安心・安全な消費生活を送ることができるよう、消費や商品に関する情報提供や相談体


制を充実し、消費者意識の向上を図ります。 


 


 


 


安心・安全 
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６．未来をひらく人材と文化をはぐくむまちづくり【教育・文化・芸術】 


 


 


未来をひらく人材と文化をはぐくむまちづくり【教育・文化・芸術】 


 


（１）感受性豊かな子どもを育てるまちをつくる 


 就学前の子どもにとって家庭は最も身近な学びの場であり、教育の出発点であることから、家


庭教育など子育てに関する情報の提供とともに、相談・支援体制の充実を図ります。 


 また、家庭・学校・地域との連携を図り、地域住民の協力を得ながら、子どもたちが基本的な


生活習慣や社会性を身に付けられるよう、広く社会で子育てする環境整備に取り組みます。 


 


（２）学び・育み・生きる力のある子どもが育つまちをつくる 


 子どもの豊かな心とたくましく生きる力をはぐくむため、地域と連携した個性ある学校づくり


を進め、一人ひとりの個性を伸ばすきめ細かな教育を推進します。 


 また、子どもたちが夢をはぐくみ安心して学ぶことができるよう、健全な心身の育成と教育環


境の整備を進めます。 


 


（３）学びの環境にあふれたまちをつくる 


 市民が自発的な生涯学習や文化活動に取り組み、健康で文化的な生活を送ることができるよう、


学習環境の充実に努めます。 


 また、生涯学習の拠点となる公民館や図書館、郷土博物館などの施設について、だれもが使い


やすく、さらに地域コミュニティの活性化につながるような機能の整備と充実を図ります。 


 


（４）スポーツと文化・芸術活動が盛んなまちをつくる 


 市民一人ひとりがスポーツや文化・芸術に親しむことで、生涯にわたり明るく健康な生活を実


現させるために、的確な情報提供や啓発活動の推進、指導者や団体の育成などの体制整備と環境


の充実に努めます。 


 


（５）歴史と文化を大切にするまちをつくる 


市内に所在する各種文化財を市民とともに保存・活用するとともに、地域で受け継がれてきた


伝統文化を継承・発展させ、市民と行政がともに手を携えて歴史・文化を生かしたまちづくりを


進めます。 


 


 


はぐくみ 
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（６）思いやりのある青少年を育てるまちをつくる 


 将来の地域社会を担う青尐年を育成するため、青尐年の自主的な体験活動を促進するとともに、


家庭・地域・学校が連携して有害環境の浄化や問題の早期発見に取り組むなど、地域ぐるみで青


尐年の健全育成に取り組みます。 


 


（７）知的資源を生かしたまちをつくる 


 ものつくり大学やテクノ・ホルティ園芸専門学校等の高等教育機関が有する情報や技術を活用


し、未来を担う人材を育成するとともに、これらの教育機関を活用した個性あるまちづくりを推


進するため、地域の知的資源である高等教育機関との交流・連携の充実を図ります。 
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７．支え合い、元気に暮らせるふれあいのまちづくり【コミュニティ】 


 


 


支え合い、元気に暮らせるふれあいのまちづくり【コミュニティ】 


 


（１）市民と行政が協働するまちをつくる 


 市民と行政が一体となった協働のまちづくりを進めていくために、市民意識の高揚を図るとと


もに、市民参画のシステムを確立し、お互いの役割分担のもと、ともに考え行動していく機会の


拡充と体制の構築に努めます。さらに、積極的な情報提供により、パートナーとしての情報の共


有と意見の反映に努めます。 


 


（２）コミュニティ活動が活発なまちをつくる 


活力ある地域社会の実現に向けて、自治会をはじめとする地域組織の育成を図るため、地域リ


ーダーの発掘・育成や若年層の参加の促進を図るとともに、情報提供やコミュニティ活動への支


援を積極的に進め、地域住民の連帯感の創出や活動団体間の連携強化を図ります。 


 


（３）一人ひとりの人権が尊重されるまちをつくる 


 市民一人ひとりの基本的人権が尊重され、それぞれの個性と能力を発揮することができる明る


い社会の実現を目指して、人権教育・啓発をはじめとする各種施策を総合的に推進し、人権尊重


の正しい理解と認識の普及に努めます。 


 


（４）男女が互いに支え合い社会参画できるまちをつくる 


 男女がともに参画できる社会の確立に向けて、市民の意識啓発、協働による推進体制の整備・


充実を図ります。 


 


（５）交流活動が盛んなまちをつくる 


 他地域や異文化への理解を深め、広く豊かな視点と交流の輪が広がるよう、交流活動の拡大と


積極的な推進を図ります。 


ふれあい 







 


 36 


８．市民の期待にこたえる信頼のまちづくり【行財政運営】 


 


 


市民の期待にこたえる信頼のまちづくり【行財政運営】 


 


（１）経営感覚を備えた市役所（行政）をつくる 


 厳しさを増す財政状況の中で安定した行政サービスを継続して提供するために、事業の成果を


重視し、経営感覚を備えた簡素で効率的な行財政運営を推進します。また、市民ニーズに的確に


対応しながら、必要性と優先度を考慮した効率的な事業の展開を図ります。 


 


（２）親しみと信頼が持てる市役所（行政）をつくる 


 親しみと信頼が持てる市役所は、市民とともにまちづくりを進めていく上で欠かせないもので


す。このため、開かれた市政を推進するために、窓口サービス等の充実をはじめ、分かりやすい


情報の提供を図ります。また、職員研修の充実に努め、公務員としての自覚と意識の向上を図り、


信頼される「人財」の育成に努めます。 


さらに、多様化する行政需要に対応するため、組織横断的な連携に努めるとともに、機動性に


富んだ組織体制の整備を図ります。 


 


 


 


 


 


信  頼 







 


 


 





